
基準条例の改正について 

 

１ 改正する条例（厚生労働省令の改正に伴う変更） 

・ 山形市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

・ 山形市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

・ 山形市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

・ 山形市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

・ 山形市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

・ 山形市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準等を定める条例 

・ 山形市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

・ 山形市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

・ 山形市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例 

・ 山形市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例 

・ 山形市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 

・ 山形市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

 

２ 改正の主な内容 

■ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等 

≪共通改正≫ 

 ⑴ 医療と介護の連携の推進 (特定施設入居者生活介護） 

在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連

携体制を構築するための見直しを行う。 

① 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定め

るよう努めること。 

ア 利所者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を常時確保していること 

イ 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること 

② １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の

対応を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該事業所の指定

を行った自治体に提出しなければならないこと 

資料２ 



③ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場

合においては、速やかに再入所させることができるよう努めること 

⑵ 感染症への対応力向上 (特定施設入居者生活介護） 

感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症発生時等にお

ける対応を取り決めるよう努めることとする。 

 ⑶ 身体的拘束等適正化の推進  

（短期入所生活介護）、（短期入所療養介護） 

身体的拘束等適正化のための措置（委員会の設置、指針の整備、研修の実施）を義 

務付ける。また、その際、１年間の経過措置期間を設ける。 

（訪問介護）、（訪問入浴介護）、（訪問看護）、（訪問リハ）、（居宅療養管理指導）、

（通所介護）、（通所リハ）、（福祉用具貸与）、（特定福祉用具販売）

 当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束等を禁止する。また、身体的拘束介等を行う場合の記録を義務付け

る。 

なお、身体的拘束等を行う場合の記録の保存期間について、省令において２年間と 

されているところを、市条例で定めるサービス内容等の記録等の保存期間と同様に５

年間とする。 

 ⑷ 生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり 

（短期入所生活介護）、（短期入所療養介護）、（特定施設入居者生活介護） 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を 

検討する委員会の設置を義務付ける。また、その際、３年の経過措置期間を設ける。 

 ⑸ 効率的なサービス提供の推進 （全サービス） 

管理者が兼務できる事業所の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設 

等ではなくても差し支えない旨を明確化する。 

 ⑹ 「書面掲示」規制の見直し （全サービス） 

  事業所内での「書面掲示」を求めている事業所の運営規程の概要等の重要事項につ 

いて、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、「書面掲示」に加え、原則と 

してウェブサイトに掲載することを義務付ける。また、その際、１年の経過措置を設 

ける。 

 

≪個別改正≫ 

⑴ 入院時に医療機関が作成したリハビリテーション計画の入手及び把握の義務化 

（訪問リハ）、（通所リハ） 

 医師等の従業者が、入院中にリハビリテーションを受けていた利用者に対し退院 

後の指定訪問（通所）リハビリテーションを提供する際に、リハビリテーション計画 

の作成をするに当たっては、入院中に医療機関が作成したリハビリテーション実施 



計画書等を入手し、情報を把握することを義務付ける。なお、令和６年６月施行とす 

る。 

 ⑵ 訪問・通所リハビリテーション事業所に係るみなし指定 

  （訪問リハ）、（通所リハ） 

   介護老人保健施設及び介護医療院の開設許可があったときは、訪問リハビリテーシ 

ョン事業所の指定があったものとみなす。その際、当該施設の医師の配置基準を満たす

ことをもって、当該事業所の医師の配置基準を満たしているものとみなす。また、通所

リハビリテーション事業所に係るみなし指定を受けている当該施設においても、同様

の配置基準を満たすことをもって、当該事業所の医師の配置基準を満たしているもの

とみなす。なお、令和６年６月施行とする。 

⑶ 経過措置期間の延長 （居宅療養管理指導） 

① 委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者の設定等の高齢者虐待防止のた

めの措置の実施状況や更なる周知の必要性を踏まえ、当該取組の義務付けの経過措

置期間を３年間延長し、令和９年３月３１日までとする。 

② 感染症や非常災害の発生時の業務継続に向けた、計画の策定及び周知、研修及び

訓練の実施等の義務付けの経過措置期間を３年間延長し、令和９年３月３１日まで

とする。 

 ⑷ ユニットケアの質の向上のための体制の確保  

（短期入所生活介護）、（短期入所療養介護） 

ユニット型施設の管理者に対し、ユニットケア施設管理者研修の受講を努力義務 

にする。 

 ⑸ 一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入  

（福祉用具貸与・福祉用具販売共通） 

 一部の貸与種目・種類について、貸与と販売の選択制を導入する（固定用スロープ、 

歩行器、単点杖及び多点杖）。 

（福祉用具貸与） 

・貸与後におけるモニタリングの実施時期等の明確化 

・モニタリング結果の記録及び介護支援専門員への報告 

・選択制の対象福祉用具を貸与した後の貸与継続の必要性の検討 

（福祉用具販売） 

・選択性の対象福祉用具に係る計画の達成状況の確認 

・選択制の対象福祉用具に係る販売後のメンテナンス 

 ⑹ 生産性向上に先進的に取り組む特定施設に係る人員基準の特例的な柔軟化 

（特定施設入居者生活介護） 

   利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討する委員会において、生産性向上の取組みに当たっての必要な安全対策について検



討した上で、見守り機器等の複数のテクノロジーの活用、職員間の適切な役割分担の取

組等により、介護サービスの質の確保及び負担軽減が行われていると認められる指定

特定施設に係る当該指定特定施設ごとにおくべき看護職員及び介護職員の合計数につ

いて、常勤換算方法で、要介護者である利用者の数が３（要支援者の場合は 10）又は

その端数を増すごとに 0.9 以上であること。  

⑺ 口腔衛生管理の強化 （特定施設入居者生活介護） 

   口腔衛生管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行 

わなければならないこと。また、その際、3年の経過措置を設ける。 

 

■ 指定介護老人福祉施設、指定介護老人保健施設及び介護医療院の人員、設備及び運営

に関する基準等 

 ≪共通改正≫ 

 ⑴ 医療と介護の連携の推進 （全サービス） 

在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連

携体制を構築するための見直しを行う。 

① 以下の要件を満たす協力医療機関を定めることを義務付ける（複数の医療機関

を協力医療機関として定めることにより要件を満たすこととしても差し支えな

い）。また、その際、３年の経過措置期間を設ける。 

 ア 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を常時確保していること 

 イ 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること 

 ウ 入所者の病状が急変した場合等において、当該施設の医師又は協力医療機

関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者

の入院を原則として受け入れる体制を確保していること 

② １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対 

応を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該施設の指定を 

行った自治体に提出しなければならないこと 

③ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった 

場合においては、速やかに再入所させることができるよう努めること 

⑵ 感染症への対応力向上 （全サービス） 

感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症発生時等にお

ける対応を取り決めるよう努めることとする。 

 ⑶ 生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり （全サービス） 

入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検 

討する委員会の設置を義務付ける。また、その際、３年の経過措置期間を設ける。 

 ⑷ 効率的なサービス提供の推進 （全サービス） 



管理者が兼務できる事業所の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設等

ではなくても差し支えない旨を明確化する。 

 ⑸ 「書面掲示」規制の見直し （全サービス） 

  施設内での「書面掲示」を求めている施設の運営規程の概要等の重要事項について、 

インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、「書面掲示」に加え、原則としてウェ 

ブサイトに掲載することを義務付ける。また、その際、１年の経過措置を設ける。 

⑹ ユニットケアの質の向上のための体制の確保 （全サービス） 

   ユニット型施設の管理者に対し、ユニットケア施設管理者研修の受講を努力義務に 

する。 

 

≪個別改正≫ 

⑴ 緊急時等における対応方法の定期的な見直しの義務付け （指定介護老人福祉施設） 

 介護老人福祉施設があらかじめ定めることとされている緊急時等における対応方法 

について、配置医師及び協力医療機関の協力を得て定めることとし、また、１年に１回 

以上、見直しを行うことを義務付ける。 

 

■ 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及 

び運営に関する基準等 

≪共通改正≫ 

 ⑴ 医療と介護の連携の推進  

(認知症対応型共同生活介護）、（地域密着型特定施設入居者生活介護）、（地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護） 

在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連

携体制を構築するための見直しを行う。 

①-１ 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定

めるよう努めること(認知症対応型共同生活介護)、（地域密着型特定施設入居者

生活介護） 

 ア 利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対

応を行う体制を常時確保していること 

 イ 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること 

①-２ 以下の要件を満たす協力医療機関を定めることを義務付ける（複数の医療機

関を協力医療機関として定めることにより要件を満たすこととしても差し支え

ない）。また、その際、３年の経過措置期間を設ける。（地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護） 

 ア 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を

行う体制を常時確保していること 



 イ 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること 

 ウ 入所者の病状が急変した場合等において、当該施設の医師又は協力医療機

関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者

の入院を原則として受け入れる体制を確保していること 

② １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等 

の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該事業所の 

指定を行った自治体に提出しなければならないこと 

③ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった 

場合においては、速やかに再入居及び再入所させることができるよう努めるこ 

と 

⑵ 感染症への対応力向上  

(認知症対応型共同生活介護）、（地域密着型特定施設入居者生活介護）、 

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症発生時等にお

ける対応を取り決めるよう努めることとする。 

 ⑶ 身体的拘束等適正化の推進  

（小規模多機能型居宅介護）、（看護小規模多機能型居宅介護） 

身体的拘束等の適正化のための措置（委員会の開催、指針の整備、研修の実施）を義

務付ける。また、その際、１年間の経過措置期間を設ける。 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）、（夜間対応型訪問介護）、 

(地域密着型通所介護)、（療養通所介護）、（認知症対応型通所介護） 

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束等を禁止する。また、身体的拘束等を行う場合の記録を義務付ける。 

なお、身体的拘束等を行う場合の記録の保存期間について、省令において２年間とさ

れているところを、市条例で定めるサービス内容等の記録等の保存期間と同様に５年

間とする。 

 ⑷ 生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり 

（小規模多機能型居宅介護）、 

（認知症対応型共同生活介護）、（地域密着型特定施設入居者生活介護） 

（地域密着型老人福祉施設入所者生活介護）、（看護小規模多機能型居宅介護） 

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討する委員会の設置を義務付ける。また、その際、３年の経過措置期間を設ける。 

 ⑸ 効率的なサービス提供の推進 （全サービス） 

管理者が兼務できる事業所の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設等

ではなくても差し支えない旨を明確化する。 

 ⑹ 「書面掲示」規制の見直し （全サービス） 



事業所内での「書面掲示」を求めている事業所の運営規程の概要等の重要事項につい 

て、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、「書面掲示」に加え、原則として

ウェブサイトに掲載することを義務付ける。また、その際、１年の経過措置を設ける。 

 

≪個別改正≫ 

⑴ ユニットケアの質の向上のための体制の確保  

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

ユニット型施設の管理者に対し、ユニットケア施設管理者研修の受講を努力義務にす

る。 

⑵ 緊急時等における対応方法の定期的な見直しの義務付け 

（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護） 

地域密着型介護老人福祉施設があらかじめ定めることとされている緊急時等における

対応方法について、配置医師及び協力医療機関の協力を得て定めることとし、また、１年

に１回以上、見直しを行うことを義務付ける。 

⑶ 管理者の配置基準の見直し 

（小規模多機能型居宅介護）、（看護小規模多機能型居宅介護） 

管理者について、提供する介護サービスの質を担保しつつ、事業所を効率的に運営する

観点から、他の事業所の管理者及び従事者との兼務可能なサービス類型を限定しないこ

ととする。 

⑷ サービス内容の明確化 （看護小規模多機能型居宅介護） 

看護小規模多機能型居宅介のサービス拠点での「通い」「泊まり」における看護サービ

スが含まれる旨が明確化された。 

 

■ 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準、養護老人ホーム及び特別養護老人ホー 

ムの設備及び運営に関する基準 

≪共通改正≫ 

⑴ 医療と介護の連携の推進 （全サービス） 

在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携

体制を構築するための見直しを行う。 

①-１協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定める 

よう努めること (軽費老人ホーム） 

ア 利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を常時確保していること 

イ 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること 

①-２以下の要件を満たす協力医療機関を定めることを義務付ける（複数の医療機関を 

協力医療機関として定めることにより要件を満たすこととしても差し支えない）。



また、その際、３年の経過措置期間を設ける。 （養護老人ホーム）、（特別養護

老人ホーム） 

ア 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行 

う体制を常時確保していること 

イ 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること 

ウ 入所者の病状が急変した場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関 

その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入 

院を原則として受け入れる体制を確保していること 

② １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対

応を確認するとともに、当該協力医療機関の名称等について、当該事業所の指定を行

った自治体に提出しなければならないこと 

③ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合

においては、速やかに再入居及び再入所させることができるよう努めること 

⑵ 感染症への対応力向上 （全サービス） 

感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症発生時等におけ

る対応を取り決めるよう努めることとする。 

⑶ 効率的なサービス提供の推進 （全サービス） 

施設長が兼務できる事業所の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設等で 

はなくても差し支えない旨を明確化する。 

⑷ 「書面掲示」規制の見直し （全サービス） 

施設内での「書面掲示」を求めている施設の運営規程の概要等の重要事項について、イ

ンターネット上で情報の閲覧が完結するよう、「書面掲示」に加え、原則としてウェブサ

イトに掲載することを義務付ける。また、その際、１年の経過措置を設ける。 

 

≪個別改正≫ 

⑴ ユニットケアの質の向上のための体制の確保 （特別養護老人ホーム） 

ユニット型施設の管理者に対し、ユニットケア施設管理者研修の受講を努力義務にす

る。 

 

■ 指定居宅介護支援等及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等 

≪共通改正≫ 

⑴ 身体拘束等の適正化の推進 （居宅介護支援）、（介護予防支援） 

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を禁止する。また、身体的拘束等を行う場合の記録を義務付ける。 

なお、身体的拘束等を行う場合の記録の保存期間について、省令において２年間とされ

ているところを、市条例で定める居宅介護支援台帳等の保存期間と同様に５年間とする。 



⑵ 効率的なサービス提供の推進 （居宅介護支援） 

管理者が兼務できる事業所の範囲について、同一敷地内における他の事業所、施設等で 

はなくても差し支えない旨を明確化する。 

⑶ 「書面掲示」規制の見直し （居宅介護支援）、（介護予防支援） 

事業所内での「書面掲示」を求めている事業所の運営規程の概要等の重要事項につい 

て、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、「書面掲示」に加え、原則としてウ

ェブサイトに掲載することを義務付ける。また、その際、１年の経過措置を設ける。 

 

≪個別改正≫ 

 ⑴ 公正中立性の確保のための取組の見直し （居宅介護支援） 

次に掲げる事項に関して利用者に説明し、理解を得ることを居宅介護支援事業者の努

力義務とする。 

① 前６月間に作成した居宅サービス計画における訪問介護、 通所介護、福祉用具

貸与及び地域密着型通所介護の各サービスの利用割合 

② 前６月間に作成した居宅サービス計画における訪問介護、 通所介護、福祉用具

貸与及び地域密着型通所介護の各サービスの同一事業者によって提供されたもの

の割合 

⑵ 他のサービス事業所との連携によるモニタリング（居宅介護支援）、（介護予防支援） 

人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケアマネジメン 

トの質の向上の観点から、以下の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信

機器を活用したモニタリングを可能とする見直しを行う。 

① 利用者の同意を得ること 

② サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者その他

の関係者の合意を得ていること 

ア 利用者の状態が安定していること 

イ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポート

がある場合も含む） 

ウ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、

他のサービス事業者との連携により情報を収集すること 

③ 少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）は利用者の居宅を訪

問すること 

⑶ ケアマネジャー１人当たりの取扱件数 （居宅介護支援） 

基本報酬における取扱件数との整合性を図る観点から、指定居宅介護支援事業所ごと

に１以上の員数の常勤のケアマネジャーを置くことが必要となる人員基準について次

のとおり見直す。 

① 原則、要介護者の数に要支援者の数に１／３を乗じた数を加えた数が４４又は



その端数を増すごとに１とする 

② 指定居宅介護支援事業者と指定居宅サービス事業者等との間において、居宅サービ

ス計画に係るデータを電子的に送受信するための公益社団法人国民健康保険中央会

のシステム（ケアプランデータ連携システム）を活用し、かつ、事務職員を配置して

いる場合においては、要介護者の数に要支援者の数に１／３を乗じた数を加えた数が

４９又はその端数を増すごとに１とする。  

⑷ 指定居宅介護支援事業所への介護予防支援の指定対象の拡大 （介護予防支援） 

  指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が指定介護予防支援としての

指定を受け、実施することができることとする。 

⑸ 交通費相当額の受領 （介護予防支援） 

  指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が指定介護予防支援を提供す

る際、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予

防支援を行う場合の交通費の支払いを利用者から受けることができることとする。 

 

３ 山形市独自基準 

⑴ 認知症対応型共同生活介護のユニット数 

山形市の独自基準 認知症対応型共同生活介護のユニット数について、原則１

又は２とする。ただし、地域の実情により事業所の効率的運

営に必要と認められた場合は３とする。 

対象サービス 認知症対応型共同生活介護 

 

⑵ 記録の保存年限 

山形市の独自基準 事業者は、サービス提供に関する各記録を整備しその完結

の日から５年間保存しなければならない。 

対象サービス 全サービス種別共通 

 

⑶ 地域ケア会議 

山形市の独自基準 事業者は、地域ケア会議を行うための資料又は情報の提供、

意見の開陳その他必要な協力の求めがあった場合、これに

協力しなければならない。ただし、正当な理由がある場合は

この限りではない。 

対象サービス 居宅介護支援・介護予防支援、居宅サービス・地域密着型

サービス（居住系サービスを除く） 

※居宅サービス・地域密着型サービスは努力義務 

 

⑷ 地域との交流 

山形市の独自基準 事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流



を図らなければならない。 

対象サービス 通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短

期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、介護老人保健施

設、介護医療院 

※介護老人福祉施設、地域密着型サービス（定期巡回・随時

対応型訪問介護看護を除く）では、すでに義務化されている。 

 

※  これまで山形市の独自基準において、「短期入所生活介護」「短期入所療養介護」「小

規模多機能型居宅介護」「看護小規模多機能型居宅介護」について、「身体的拘束等の

適正化」に関する努力義務を定めておりましたが、このたびの基準省令の改正によ

り、「身体的拘束等の適正化の措置（委員会の設置、指針の整備、研修の実施等）」が

義務付けられました。 

なお、令和７年３月３１日までの１年間は努力義務とする経過措置期間を設けま

す。 

 



令和６年度介護報酬改定に伴う
介護予防・日常生活支援総合事業について

資料３

令和６年３月 集団指導資料

山形市福祉推進部長寿支援課

３１ 今後のスケジュール １

今後のスケジュール

３月 介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（案）の策定

４月上旬 サービスコードcsv送付（メール）

４月中旬～５月上旬 ホームページへ実施要綱とサービスコード表掲載

令和６年度介護報酬改定を踏まえ、⼭形市介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業実施要綱を⼀部改

正し、令和６年４⽉１⽇から施⾏します（⼀部６⽉施⾏）。改正の内容については国の告⽰を踏まえ、

後⽇お知らせします。



指定介護予防支援事業について

資料４

令和６年３月 集団指導資料

山形市福祉推進部長寿支援課

１ 概要 令和６年４月１日より、居宅介護支援事業者が介護予防支援
事業者の指定を受けられることとなりました。

出典：令和５年12月７日
厚生労働省 社会保障審
議会 介護保険部会（第
109回）資料３－１

１



提出書類など、詳しくは３月５日付けで送付した指定申請案内をご覧ください。

２

２ 手続き等について

(１) 指定申請について

【申請受付】
事業開始の１カ月前までに書類を提出
※提出先：長寿支援課（市役所２階27番窓口）

(２) 事務の取扱いについて

①介護予防ケアマネジメント(総合事業のみ利用時のマネジメント)について
→今後も原則として包括にて実施。これまで通り居宅に一部委託を行うことも可能。

※介護予防支援と介護予防ケアマネジメントの切り替えが生じる可能性がある
場合については、包括にて契約し居宅に再委託を行うことが望ましい。

②利用者との契約及び地域包括支援センターの関与について
→介護予防支援事業所の指定を受けた居宅が利用者と直接契約を結ぶことになるが、

包括による一定の関与（前ページ下部参照）が必要。

包括から居宅に一部委託しているケースについて、居宅が利用者と直接契約を行うことと
なった場合においては、必要な申し送り等を行っていただきますようお願いします。

３

３ 介護報酬に関して
介護予防支援費について

介護予防支援 改正前（～令和５年度） 改正後（令和６年度～）

地域包括支援センターが実施する場合 438単位 442単位

居宅介護支援事業所が実施する場合 472単位

出典：令和６年１月22日
厚生労働省 社会保障審
議会 介護給付費分科会
（第239回）参考資料１

（参考）
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（
20

23
）

年
度

の
73

,3
65

⼈
に

対
し

て
、

令
和

８
（

20
26

）
年

度
は

73
,8

76
⼈

（
51

1⼈
増

）
と

な
る

。
後

期
高

齢
者

⼈
⼝

は
、

令
和

12
（

20
30

）
年

度
ま

で
増

加
が

続
き

、
介
護
や
医
療
の
必
要
性
が
⾼
ま
る
85
歳
以
上
人
⼝
は
、
令
和
22
（
20
40
）
年
度
に
18
,5
95
人
と
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
令
和
５
（
20
23
）
年
度
と
⽐
べ
て
3,
78
2人

増
加
す
る

こ
と

が
⾒

込
ま

れ
る

。
２

人
⼝
構
造
の
変
化
︓

年
少

⼈
⼝

・
生

産
年

齢
⼈

⼝
は

年
々

減
少

す
る

が
、

高
齢

者
⼈

⼝
は

増
加

す
る

た
め

、
高

齢
者

１
⼈

当
た

り
を

支
え

る
た

め
に

必
要

な
現

役
世

代
は

、
令

和
３

年
度

で
は

1.
9⼈

、
令
和
22
年
度
に
は
1.
4人

と
な

る
。

３
⾼
齢
者
の
世
帯
状
況
︓

全
世

帯
に

占
め

る
高

齢
者

単
身

世
帯

・
高

齢
者

夫
婦

の
み

世
帯

の
割

合
は

、
令
和
22
年
度
に
は
約
30
%
に
増
加

す
る

と
推

計
さ

れ
る

。
（

直
近

︓
令

和
２

年
度

約
22

％
）

４
認
知
症
⾼
齢
者
の
状
況
︓

認
知

症
高

齢
者

の
方

は
、
令
和
17
年
度
に
は
約
1.
5万

人
（
全
⾼
齢
者
の
約
２
割
）
に
増
加

す
る

と
推

計
さ

れ
る

。
（

直
近

︓
令

和
５

年
度

約
1.

3万
⼈

）
５

計
画
策
定
に
際
し
て
実
施
し
た
調
査
結
果
の
主
な
内
容

※
（

）
内

は
第

8期
計

画
の

調
査

結
果

①
介

護
予

防
・

日
常

生
活

圏
域

ニ
ー

ズ
調

査
【

対
象

者
︓

⼀
般

高
齢

者
（

要
介

護
認

定
者

以
外

の
方

）
、

要
支

援
１

・
２

、
事

業
対

象
者

】
︓

⼀
般

高
齢

者
の

う
ち

身
体

機
能

の
低

下
等

の
６
つ
の
リ
ス
ク
に
該
当
し
た
方
は
77
.7
％

（
68

.1
％

）
、

さ
ら

に
日
常
生
活
で
も
支
援
が
必
要
な
方
は
5.
9％

（
5.

1％
）

で
前

回
調

査
よ

り
増

加
。

該
当

し
た

方
の

う
ち
「
閉
じ
こ
も
り
傾
向
」
が
33
.6
％
（
8.
8％

）
と
急
増

。
②

在
宅

介
護

実
態

調
査

【
対

象
者

︓
要

支
援

１
・

２
、

要
介

護
１

〜
５

】
︓

仕
事

と
介

護
の

両
⽴

を
続

け
て

い
く

の
は

難
し

い
と

答
え

た
方

が
不

安
に

感
じ

る
介

護
は
「
認
知
症
の
症
状
へ
の
対
応
」
40
.5
％
（
54
.9
％
）
、
次
に
「
夜
間
の
排
泄
」
で
32
.0
％
（
43
.8
％
）

。
③

介
護

保
険

事
業

者
等

実
態

調
査

【
対

象
者

︓
介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

、
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
】

︓
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

が
、

在
宅

生
活

継
続

に
必

要
と

回
答

し
た

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

は
「
短
期
入
所
生
活
介
護
」

、
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
は
「
⾒
守
り
・
声
か
け
」

が
、

そ
れ

ぞ
れ

最
も

多
い

。
介

護
サ

ー
ビ

ス
全

体
の
職
員
増
加
率
は
マ
イ
ナ
ス
0.
7％

（
令

和
４

年
１

⽉
〜

12
⽉

）
。

不
⾜

を
感

じ
て

い
る

職
種

は
「
介
護
職
員
」
で
約
77
％
、
次
に
「
訪
問
介
護
員
」
で
約
69
％

。

１
介
護
保
険
事
業
の
状
況
︓

令
和

５
年

９
⽉

末
時

点
の
認
定
者
数
は
12
,2
84
人

、
認
定
率
は
16
.8
％

。
令

和
２

年
９

⽉
末

時
点

と
⽐

べ
て
認
定
者
数
は
38
4人

増
加
、
認
定
率
は
0.
3㌽

上
昇

。
認
定
率
は
平
成
29
年
度
か
ら
同
⽔
準
を
維
持

。
（

介
護

予
防

等
の

取
組

の
効

果
と

推
察

）
２

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
確
⽴
に
関
す
る
評
価
︓

計
画

全
体

の
目

標
「

要
介

護
（

要
支

援
）

認
定

を
受

け
ず

に
地

域
で

健
康

に
生

活
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
84
.1
％

の
維

持
・

改
善

」
（

実
績

令
和

3年
度

︓
84

.0
％

令
和
4年

度
︓
84
.2
％

）
と

目
標

を
達

成
。

健
康

医
療

先
進

都
市

の
確

⽴
に

向
け

た
介

護
予

防
等

の
取

組
の

推
進

に
よ

る
効

果
と

し
て

評
価

。
⼀

方
、

課
題

と
し

て
、

ビ
ジ

ョ
ン

ご
と

の
評

価
で

は
指

標
が

未
達

成
で

第
９

期
計

画
で

改
善

等
が

必
要

な
取

組
も

あ
る

。
（

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
Ｃ

か
ら

始
ま

る
利

⽤
者

の
割

合
60

％
→

令
和

4年
度

45
.7

％
）

３
各
施
策
の
取
組
状
況
と
課
題
︓

第
８

期
で

取
り

組
ん

だ
施

策
に

つ
い

て
、

指
標

と
目

標
値

の
達

成
状

況
を

分
析

・
評

価
し

、
課

題
を

踏
ま

え
て

、
第

５
章

の
施

策
を

推
進

。

地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進

〜
住
み
慣
れ
た
地
域
で
と
も
に
支
え
合
い
、
⾃
分
ら
し
く
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
ま
ち
づ
く
り
〜

１
基
本

理
念

２
ビ
ジ

ョ
ン

①
健
や
か
に
生
き
が
い
を
持
っ
て
生
活
す
る
た
め
の
ビ
ジ
ョ
ン
︓

高
齢

者
が

⾃
ら

の
能

⼒
を

活
か

し
な

が
ら

、
住

み
慣

れ
た

地
域

で
支

え
合

い
、

い
き

い
き

と
し

た
暮

ら
し

が
で

き
て

い
る

②
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
⼼
し
て
生
活
す
る
た
め
の
ビ
ジ
ョ
ン
︓

要
介

護
者

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
安

心
し

て
⾃

ら
の

意
思

で
望

む
暮

ら
し

が
で

き
て

い
る

③
介
護
現
場
の
⾰
新
に
関
す
る
ビ
ジ
ョ
ン
︓

介
護

職
に

魅
⼒

が
感

じ
ら

れ
、

職
員

が
誇

り
を

持
っ

て
仕

事
が

で
き

る
環

境
を

つ
く

る
④

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
に
関
す
る
ビ
ジ
ョ
ン
︓

利
⽤

者
及

び
医

療
・

介
護

関
係

者
が

⾃
⽴

支
援

の
意

識
を

持
ち

、
利

⽤
者

が
状

況
に

応
じ

た
適

切
な

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

主
体

的
に

⾏
う

こ
と

で
、

住
み

慣
れ

た
地

域
で

⾃
ら

の
意

思
で

望
む

暮
ら

し
が

で
き

て
い

る

３
目

標

第
１
章

計
画

の
策
定

に
あ
た

っ
て

Ｐ
１

～
５

第
２
章

山
形

市
の
高

齢
者
の

現
状

Ｐ
６

～
３

８

第
３
章

第
８

期
の
取

組
状
況

と
課

題
Ｐ

３
９
～

９
８

第
４
章

基
本

理
念
と

目
標

Ｐ
９

９
～

１
２

１

・
山

形
県

保
健

医
療
計

画
（

地
域
医

療
構

想
）

・
山

形
県

高
齢

者
居
住

安
定

確
保
計

画
・

山
形
県

賃
貸

住
宅
供

給
促

進
計
画

整
合
性

調
和

※
毎

年
開

催

1

資
料

５



⑴
保
険
料
の
算
出

保
険

料
の

基
準

額
︓

年
額

69
,6

00
 円

（
⽉

額
換

算
5,

80
0 

円
）

。
介

護
給

付
基

⾦
か

ら
約
６
億

4,
90

0万
円

を
取

り
崩

し
、

保
険

料
上

昇
の

抑
制

に
充

当
。

（
基

⾦
充

当
前

の
保

険
料

の
基

準
額

推
計

値
︓

⽉
額

換
算

6,
00

9 
円

）
⑵
所
得
段
階
別
保
険
料

国
の

標
準

段
階

及
び

標
準

乗
率

の
⾒

直
し

を
踏

ま
え

て
、

国
の

標
準

と
同

じ
く

１
３

段
階

に
設

定
し

、
所

得
段

階
別

の
乗

率
に

つ
い

て
も

、
第

４
段

階
を

除
き

国
の

標
準

と
同

じ
く

設
定

。
第

４
段

階
の

乗
率

に
つ

い
て

は
、

第
８

期
計

画
期

間
か

ら
引

き
続

き
国

標
準

の
0.

9か
ら

0.
85

に
軽

減
。

⑶
公
費
に
よ
る
低
所
得
者
の
保
険
料
の
軽
減

第
１

段
階

か
ら

第
３

段
階

の
国

の
標

準
乗

率
及

び
公

費
軽

減
割

合
の

⾒
直

し
を

踏
ま

え
て

、
国

に
合

わ
せ

た
⾒

直
し

を
実

施
し

、
公

費
投

⼊
後

に
お

け
る

低
所

得
者

の
保

険
料

負
担

の
軽

減
を

拡
充

。
⑷
中
⻑
期
的
な
保
険
料
推
計

⽉
額

換
算

の
保

険
料

の
基

準
額

︓
令

和
12

年
度

6,
80

4
円

、
令

和
22

年
度

7,
69

5 
円

、
令

和
32

年
度

8,
15

4
円

①
居
宅
サ
ー
ビ
ス
︓

訪
問

系
サ

ー
ビ

ス
に

関
す

る
理

解
促

進
、

通
所

介
護

の
供

給
過

多
（

令
和

５
年

度
1,

39
1⼈

利
⽤

に
対

し
定

員
2,

04
8⼈

）
を

踏
ま

え
た

サ
ー

ビ
ス

量
の

管
理

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
重

要
性

を
周

知
等

②
施
設
･居
住
系
サ
ー
ビ
ス
︓

県
医

療
計

画
、

居
宅

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
、

中
⻑

期
的

な
⼈

⼝
動

態
、

高
齢

者
向

け
住

ま
い

の
整

備
状

況
等

を
踏

ま
え

た
整

備
等

③
医
療
的
ニ
ー
ズ
に
対
応
︓

介
護

従
事

者
等

の
対

応
⼒

向
上

、
医

療
関

係
者

と
の

連
携

、
チ

ー
ム

ケ
ア

の
推

進
等

④
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
︓

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
Ｃ

の
利

⽤
促

進
、

社
会

参
加

を
促

す
介

護
予

防
の

取
組

、
介

護
予

防
モ

デ
ル

の
再

構
築

、
通

い
の

場
の

⽴
ち

上
げ

・
継

続
支

援
等

⑤
在
宅
生
活
を
支
え
る
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
︓

地
域

支
え

合
い

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

、
⺠

間
サ

ー
ビ

ス
等

に
よ

る
包

括
的

な
支

援
の

推
進

等
⑥
介
護
現
場
の
⾰
新
︓

介
護

⼈
材

の
確

保
・

定
着

、
魅

⼒
発

信
、

IC
Tの

活
⽤

等
の

生
産

性
向

上
、

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

対
策

等
⑦
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
︓

医
療

・
介

護
関

係
者

の
理

解
促

進
、

幅
広

い
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

体
制

の
推

進
、

⽼
⼈

保
健

施
設

・
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

等
の

在
宅

療
養

支
援

機
能

の
周

知
と

活
⽤

等

４
サ
ー

ビ
ス

提
供
体

制
の
構

築
方

針
等

⑴
「
健
や
か
に
生
き
が
い
を
持
っ
て
生
活
す
る
た
め
の
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
達
成
に
向
け
た
施
策
の
反
映

住
⺠

主
体

の
通

い
の

場
の

⽴
ち

上
げ

・
継

続
支

援
、

Ｓ
Ｕ

Ｋ
Ｓ

Ｋ
生

活
の

推
進

等
に

よ
り

➡
通

い
の

場
へ

の
参

加
者

数
が

増
加

（
1,

86
7⼈

→
2,

21
4⼈

）
す

る
こ

と
で

、
身

体
機

能
の

低
下

等
の

リ
ス

ク
に

該
当

す
る

者
が

減
少

す
る

。
➡

⾃
然

体
推

計
で

算
定

さ
れ

た
認

定
者

数
・

事
業

対
象

者
数

か
ら

、
10

⼈
（

令
和

６
年

度
）

、
20

⼈
（

令
和

７
年

度
）

、
30

⼈
（

令
和

８
年

度
）
合
計
60
人

の
減

少
を

⾒
込

む
。

⑵
「
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
⼼
し
て
生
活
す
る
た
め
の
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
達
成
に
向
け
た
施
策
の
反
映

柔
軟

で
多

機
能

な
サ

ー
ビ

ス
の

整
備

、
関

係
者

の
理

解
促

進
・

医
療

介
護

連
携

等
に

よ
り

➡
在

宅
生

活
が

困
難

な
方

の
在

宅
生

活
が

可
能

と
な

る
。

➡
⾃

然
体

推
計

で
算

定
さ

れ
た

施
設

・
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

の
⾒

込
量

か
ら

、
32

⼈
（

令
和

６
年

度
）

、
64

⼈
（

令
和

７
年

度
）

、
96

⼈
（

令
和

８
年

度
）
合
計
19
2人

を
減

少
さ

せ
、

居
宅

サ
ー

ビ
ス

⾒
込

量
は

増
加

す
る

と
⾒

込
む

。

Ⅰ
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進

１
介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
ご
と
の
量
の
⾒
込
み

１
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る

支
援
体
制
の
充
実

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
充

実
（

専
門

職
、

事
務

職
等

の
適

正
な

⼈
員

体
制

の
確

保
等

）
／

地
域

ケ
ア

会
議

の
効

果
的

な
実

施
／

介
護

者
支

援
（

家
族

等
介

護
者

（
ヤ

ン
グ

ケ
ア

ラ
ー

も
含

む
）

研
修

等
に

よ
る

相
談

支
援

の
強

化
等

）
／

重
層

的
な

支
援

体
制

の
構

築
（

多
機

関
協

働
に

よ
る

包
括

支
援

体
制

の
強

化
等

）

２
介
護
予
防
・
生
活
支
援
・

地
域
づ
く
り
の
推
進

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
の

推
進

（
【
拡
充
】
介
護
予
防
モ
デ
ル
の
再
構
築

、
住

⺠
主

体
の

通
い

の
場

の
⽴

ち
上

げ
促

進
と

継
続

支
援

、
【
拡
充
】
聴
こ
え
の
改
善
に
よ
る
介
護
予
防
・
認
知
症
予
防
の
推
進

、
【
拡
充
】
閉
じ
こ
も
り
防
止
を
中
⼼
と
し
た
介
護
予
防
の

推
進

・
足
の
健
康
の
普
及
啓
発

、
⼝

の
健

康
の

普
及

啓
発

等
）

／
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
の

推
進

（
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
に

よ
る

ニ
ー

ズ
の

把
握

、
サ

ー
ビ

ス
の

創
出

、
地

域
関

係
者

等
と

の
連

携
推

進
）

／
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

質
の

向
上

／
【
拡
充
】
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
と
情
報
の
⾒
え
る
化
に
よ
る
支
援
の
マ
ッ
チ
ン
グ

／
社

会
参

加
・

健
康

づ
く

り
の

推
進

（
シ

ル
バ

ー
⼈

材
セ

ン
タ

ー
・

⽼
⼈

ク
ラ

ブ
活

動
・

Ｓ
Ｕ

Ｋ
Ｓ

Ｋ
（

ス
ク

ス
ク

）
生

活
の

推
進

、
【
拡
充
】
足
の
健
康
に
関
す
る
普
及
啓
発

）

３
医
療
と
介
護
の
連
携
推
進

切
れ

目
な

い
在

宅
医

療
・

介
護

の
提

供
体

制
の

構
築

／
在

宅
療

養
・

⼈
生

会
議

の
普

及
啓

発
／

ポ
ピ

ー
ね

っ
と

や
ま

が
た

に
よ

る
情

報
共

有
の

円
滑

化
・

看
取

り
・

認
知

症
・

災
害

等
の

様
々

な
場

⾯
で

の
多

職
種

チ
ー

ム
支

援
の

推
進

４
認
知
症
施
策
の
総
合
的
な
推
進

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

の
養

成
・

具
体

的
な

支
援

活
動

（
チ

ー
ム

オ
レ

ン
ジ

）
の

推
進

／
【
拡
充
】
聴
こ
え
く
っ
き
り
事
業
に
よ
る
認
知
症
予
防

／
【
拡
充
】
早
期
発
⾒
・
早
期
対
応
に
向
け
た
認
知
症
医
療
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
推
進

、
関

係
者

の
理

解
促

進
／

【
拡
充
】
⾒
守
り
体
制
や
捜
索
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

／
【
新
規
】
本
人
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
の
開
催
と
市
町
村
認
知
症
施
策
推
進
計
画
策
定
に
向
け
た
関
係
機
関
と
の
協
議

５
介
護
現
場
の
⾰
新

【
拡
充
】
介
護
人
材
の
確
保
・
定
着

（
魅

⼒
発

信
、

若
年

者
・

高
齢

者
雇

⽤
の

推
進

、
潜

在
介

護
福

祉
⼠

の
復

職
支

援
、

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

対
策

等
）

／
【
拡
充
】
生
産
性
の
向
上
に
よ
る
業
務
効
率
化
・
質
の
向
上

（
生

産
性

向
上

モ
デ

ル
事

業
の

活
動

定
着

支
援

、
介

護
の

現
場

魅
⼒

・
活

⼒
く

る
り

ん
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

推
進

、
⼿

続
き

の
デ

ジ
タ

ル
化

等
）

／
【
新
規
】
安
全
性
の
確
保
及
び
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

６
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
整
備
と

⾼
齢
者
向
け
住
ま
い
の
確
保

介
護

サ
ー

ビ
ス

・
高

齢
者

向
け

住
ま

い
の

整
備

・
管

理
等

（
【
拡
充
】
認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
18
床
・
定
期
巡
回
・
随
時
対
応
型
訪
問
介
護
看
護
１
事
業
所
の
整
備

（
公

募
）

／
運

営
指

導
・

集
団

指
導

等
に

よ
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
質

向
上

／
住

宅
型

有
料

⽼
⼈

ホ
ー

ム
等

の
適

正
運

営
に

向
け

た
検

査
・

助
⾔

指
導

／
⾃

⽴
支

援
・

重
度

化
防

止
に

向
け

た
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

推
進

／
【
新
規
】
市
有
施
設
に
お
け
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
あ
り
方
検
討

７
権
利
擁
護
の
推
進

成
年

後
⾒

制
度

の
利

⽤
促

進
（

地
域

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
強

化
等

）
／

高
齢

者
虐

待
の

防
止

（
関

係
機

関
の

連
携

強
化

、
支

援
体

制
の

構
築

）

８
安
全
・
安
⼼
な
暮
ら
し
が
で
き
る

環
境
づ
く
り

【
拡
充
】
移
動
手
段
の
確
保

（
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
公
共
交
通
の
推
進

等
）

／
⾒

守
り

・
声

が
け

の
推

進
（

地
域

・
住

⺠
同

⼠
・

⺠
間

企
業

を
含

む
⾒

守
り

の
推

進
）

／
【
拡
充
】
防
災
対
策
の
推
進
（
個
別
避
難
計
画
の
作
成
を
推
進
、
地
域
住
⺠
へ
の
周
知
）

／
感

染
症

対
策

と
継

続
的

な
サ

ー
ビ

ス
提

供

Ⅱ
介
護
保
険
制
度
の
運
営

第
４
章

基
本

理
念
と

目
標
（

続
き

）
Ｐ

１
２
２

～
１

４
２

第
５
章

施
策

の
展
開

Ｐ
１

４
３

～
２

０
５

第
６
章

介
護

保
険
事

業
に
か

か
る

費
用
の

見
込

み
と
介

護
保
険

料
Ｐ

２
０
６

～
２

２
１

２
財
源
の
構
成

５
サ
ー

ビ
ス

見
込
量

等
へ
の

施
策

の
反
映

方
法

※
【
新
規
】

︓
第

９
期

に
新

た
に

取
り

組
む

事
業

【
拡
充
】

︓
第

９
期

に
対

象
者

・
事

業
規

模
等

を
拡

⼤
す

る
事

業

３
第
１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
の
基
準
額

【
参

考
】

第
８

期
計

画
期

間
の

基
準

額
︓

⽉
額

換
算

5,
80

0円

居
宅
等

施
設
等

総
合
事
業

包
括
・
任
意

負
担
金

20
.0
%

15
.0
%

20
.0
%

38
.5
%

-
調
整
交
付金

約
5.
0%

約
5.
0%

約
5.
0%

-
-

12
.5
%

17
.5
%

12
.5
%

19
.2
5%

-
12
.5
%

12
.5
%

12
.5
%

19
.2
5%

-
約
23
.0
%

約
23
.0
%

約
23
.0
%

約
23
.0
%

10
0.
0%

約
27
.0
%

約
27
.0
%

約
27
.0
%

-
-

地
域
支
援
事業

保
健
福
祉

事
業

山
形
県

山
形
市

第
１
号
保
険
料

第
２
号
保
険
料

国

保
険
給
付

１
要
介
護
認
定
体
制
の
確
保

【
拡
充
】
認
定
調
査
の
委
託
拡
充
な
ど
調
査
体
制
の
強
化

／
【
新
規
】
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
リ
モ
ー
ト
で
の
介
護
認
定
審
査
会
を
実
施

／
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
等

と
の

連
携

に
よ

る
総

合
的

な
相

談
対

応
の

実
施

等

２
介
護
給
付
の
適
正
化

（
介
護
給
付
適
正
化
計
画
）

国
の

主
要

３
事

業
等

（
要

介
護

認
定

の
適

正
化

、
【
拡
充
】
ケ
ア
プ
ラ
ン
等
の
点
検

等
）

の
推

進
／

苦
情

・
相

談
、

通
報

等
に

基
づ

く
指

導
・

監
査

の
適

切
な

実
施

／
【
拡
充
】
地
域
包
括
ケ
ア
「
⾒
え
る
化
」
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
た
情
報
の
⽐
較
分
析
に
よ
る
効
果
的
な
事
業
の

実
施

／
専

門
的

な
知

識
や

経
験

、
資

格
を

有
す

る
職

員
の

継
続

的
な

確
保

等

３
保
険
料
の
公
平
化

負
担

能
⼒

に
応

じ
た

所
得

段
階

別
保

険
料

の
設

定
(公

費
に

よ
る

低
所

得
者

に
対

す
る

保
険

料
軽

減
を

含
む

)／
保

険
料

の
収

⼊
率

の
向

上
(【
新
規
】
コ
ン
ビ
ニ
・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
の
利
用
促
進

、
【
拡
充
】
資
⼒
が
あ
る
滞
納
者
に
対
す
る
納
税
部
⾨
と
の
連
携
対
応

等
)

４
利
用
者
負
担
の
公
平
化

負
担

能
⼒

に
応

じ
た

介
護

サ
ー

ビ
ス

利
⽤

者
負

担
割

合
の

適
正

な
判

定
／

利
⽤

者
負

担
軽

減
制

度
等

の
利

⽤
促

進

2

令
和
８
年
度

73
,3
43
人

73
,5
38
人

73
,5
50
人

41
,3
78
人

42
,6
49
人

43
,4
16
人

12
,4
15
人

12
,5
36
人

12
,5
75
人

16
.9
%

17
.0
%

17
.1
%

23
,3
00
,7
42

23
,4
81
,1
60

23
,6
22
,3
91

　保
険
給
付
費

21
,9
82
,0
16

22
,1
56
,6
66

22
,2
82
,6
31

　地
域
⽀
援
事
業
費

1,
25
5,
50
0

1,
26
0,
62
9

1,
27
5,
25
0

　保
健
福
祉
事
業
費

63
,2
26

63
,8
65

64
,5
10

※
　各

年
度
９
⽉
末
時
点

　　
　　
第
９
期
計
画
期
間
（
⾒
込
み
）

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

①
第
1号

被
保
険
者
数

（
参
考
）
75
歳
以
上
人
口

②
認
定
者
数

③
認
定
率

④
事
業
費
(千
円
)

内 訳



山形市⾼齢者保健福祉計画（第９期介護保険事業計画）における
介護サービスの整備・管理等

１ 介護サービスの整備
公募により、以下の介護サービスを整備する。公募は、計画１年⽬（令和６年度）に⼀括して⾏う予定。

施設・居住系サービス

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）の整備

○ 新設により整備を⾏う。
○ 令和７年度に１事業所１８床の整備を⾏い、令和８年度からサービス提供を

開始する。
○ 介護予防拠点を併設する。
○ 地域密着型サービスであることを踏まえ、日常生活圏域ごとに地域包括ケア

システムを確⽴する観点から、施設・居住系サービスの整備が十分に進んで
いない圏域を優先的に整備する。

居宅サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護の整備

○ 新設により整備を⾏う。
○ 令和７年度に１事業所の開設準備を⾏い、令和８年度からサービス提供を開

始する。

２ 介護サービスの管理等
以下の介護サービスについて、需給バランスや圏域バランスを踏まえた整備量となるよう管理するととも

に、サービスの充実や整備促進に向けて取組を進める。

居宅サービス

通所介護、
地域密着型通所介護、
総合事業の通所型サービス（従前
相当）

○ 通所介護等の定員が⾒込量を⼤幅に超過する場合は、指定しない。
○ サービスの継続性の確保、要介護者の在宅生活、地域共生社会に資すると

認められる以下の場合は、例外として指定する。
・既存の事業所を廃止し、定員が同数以下の事業所を開設する場合

（通所介護→地域密着型通所介護、経営譲渡・合併等）
・当該地区や圏域に対応できる事業所が無いなど、通所介護等の事業所が特

に不⾜している場合
・新たに共生型サービスを始める場合
・⼈員体制の充実等により、他の事業所での受⼊が困難な要介護者等の受⼊

が可能な事業所の場合
（医療的対応が必要な者の受⼊等を想定）

○ 指定更新時も同様の観点で更新を⾏う。
このため、今後、定員増の変更を⾏う事業所については、次期の更新を⾏わ
ないことがあるので、定員増に係る変更届出を⾏う際は、山形市と事前に協
議すること。

⼩規模多機能型居宅介護 ○ 日常生活圏域ごとに地域包括ケアシステムを確⽴する観点から、整備量が少
ない圏域に整備されるよう、新規指定は、１圏域当たり３事業所までとする。

看護⼩規模多機能型居宅介護 ○ 医療・介護の両方のニーズを持つ高齢者への対応のため、１圏域当たりの新
規指定の事業所数等は定めません。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○ 公募指定以外の指定は、「囲い込み」による閉鎖的なサービス提供とならな
いよう、必要な条件を付加した上で指定する。

訪問介護、訪問看護 ○ 訪問系サービスの充実が図られるよう、サービス利⽤に関する周知を図るほ
か、介護⼈材確保を含む取組を進める。

訪問介護・リハビリテーション
○ リハビリテーションの充実が図られるよう、利⽤者・家族等をはじめ、医療

関係者、介護関係者へサービス利⽤に関する周知や普及啓発の取組を進める
ほか、在宅療養支援を推進する。

共生型サービス ○ 高齢障がい者の介護保険サービスの円滑な利⽤を促進する観点から、好事例
の普及等を通じて、整備が促進されるよう支援する。

資料６令和５年度
山形介護保険サービス事業者等集団指導

※特別養護⽼⼈ホーム（地域密着型含む）、介護⽼⼈保健施設、介護医療院、特定施設⼊居者生活介護
（地域密着型含む）について、本計画期間中には、転換、増床を含め、新たな整備は⾏いません。



地域ケア会議について

資料７

令和６年３月 集団指導資料

山形市福祉推進部長寿支援課

2

地域ケア会議は、専門職等の多職種協働により、個別ケースの支援内容の検
討による課題解決を出発点として、ケアマネジメント⼒の向上、地域包括支援
ネットワークの構築、地域課題の抽出を⾏い、地域づくり・社会資源の開発・
施策の充実を目指します。

⼭形市では、高齢者の⾃⽴した生活を支援し、住み慣れた地域で安心して望
む暮らしができるよう、「地域ケア会議」を普及・拡⼤していきます。

地域ケア会議について １

「地域ケア会議」の５つの機能



3

山形市の地域ケア会議
（根拠法︓介護保険法第115条の48）

１ 個別地域ケア会議
高齢者の支援困難事例等の個別事例について、関係機関や地域関係者との連携によ
り、支援内容について検討し、課題解決を図る。

２ 自立支援型地域ケア会議※
事業対象者や要支援者、軽度要介護者で、⾃⽴支援に向けて検討したい個別事例に
ついて、⾃⽴支援につながるケアマネジメントやサービスとなるよう、リハビリテー
ション専門職等から助⾔や支援を受け、QOLの向上等を目指す。
※令和元年度より、市独⾃の基準として、居宅介護支援事業所は地域ケア会議へ

の協⼒が義務化されました。（居宅介護支援事業所以外は努⼒義務）

３ 地域ケア調整会議
個別・⾃⽴支援型地域ケア会議等から明らかになった全市的な課題や解決困難な課
題について、各関係機関が担うべき役割や対応策を協議することにより、連携した対
応につなげる。資源開発・政策形成に関わる場合には、必要に応じて、地域包括ケア
推進協議会において協議する。

４ 地域包括ケア推進協議会
地域包括ケアシステムに関する全市的な対応の検討、介護保険事業計画に基づく施
策の進捗状況の評価など、政策形成に向け、ＰＤＣＡサイクルに沿い協議する。

２

山形市地域包括ケア推進協議会
介護保険事業の実施状況、地域包括ケアの取組全体への意見、多分野に及ぶ課題の解決に向けた方針決定

地域包括支援センターの設置、
運営評価 等

（地域包括支援センター運営協議会）

地域密着型サービス指定
等への意見

全市的な対応を要する課題の協議
・在宅医療・介護連携の推進
・認知症施策の推進
・介護予防・生活支援の充実

基幹型地域包括支援センター

山形市地域ケア調整会議
地域課題の解決に向けた課題の整理・調整・検討

生活支援体制
整備協議体
（第１層）

第１層
生活支援

ｺｰﾃ ﾞ ｨ ﾈｰﾀｰ

福祉まるごと会議
（庁内連携の推進）

福祉まるごと相談員

連絡会等

介護サービス

事業所

生活支援体制

整備協議体

（第２層）

第２層
生活支援

ｺ ｰ ﾃ ﾞ ｨ ﾈ ｰ ﾀ ｰ

自立支援型
地域ケア会議

各種連絡会議
機能別部会

ネットワーク
連絡会

（圏域・地区）

個別地域
ケア会議

地域包括支援センター

運営会議

在宅医療・介
護連携室「ポ

ピー」

地域連携
ネットワーク

成年後見
センター

合同情報
交換会

おれんじ
サポートチー

ム

山形市の地域ケア会議の体系図 ３



自立支援型地域ケア会議 概要 ４

本会議の普及及び会議効果の拡大に引き続き取り組みます。

具体的には基幹型地域包括支援センターと連携し、会議における助言等を活
かしたケアプランの作成や介護サービス等の提供、モニタリングが行われる
よう周知フォローアップ等を行うとともに、必要に応じて再度、本会議で検
討する機会を設けるなど、ＰＤＣＡサイクルに沿った仕組みづくりを行うこ
とにより、自立支援に資する取組を着実に進めていきます。

地
域
包
括
支
援

セ
ン
タ
ー
・
市
よ
り

参
加
依
頼

会
議
資
料
の
作
成

事
前
打
合
せ

会
議
出
席

事
後
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

（
３
・
６
ヵ
月
）

【令和６年度の予定】
市主催 １４回（２８事例）
地域包括支援センター主催 ２８回（５６事例）

市や包括より事例提供
依頼がありましたら、 今
後ともご協力・ご対応を
お願いします。

【流れ】 モニタリングのご提出を
お願いいたします︕︕

≪第９期介護保険事業計画より≫

自立支援型地域ケア会議 会議効果 ５

【会議の効果（参加したケアマネジャーの声）】

⾃⽴⽀援型地域ケア会議での助⾔やその実践により、事例の改善だけでなく、事例提供者（ケ
アマネジャー、サービス事業者）の気づきやチーム⽀援につながっており、事業所内でも助⾔等を共
有することで、事業所全体のケアマネジメント⼒の向上につながります。

想像していたほど堅苦しい
雰囲気ではなかったので質
疑応答しやすかった。

会議という事で、緊張しや
すい場面かと思ったが、

コーディネートの方の落ち
着いた話し方で、全体的に
話しやすい雰囲気だった。

実際に対象利用者様に関わ
って下さるかのように親身
になってご助言いただき、
皆様に感謝している。

多角的視点からケアを見直
すきっかけとなった。

日常生活ですぐに実行出来
るアドバイスで、とてもわ
かりやすかった。

自立支援という基本を再
確認できる良い機会にな
った。薬剤師の方との接
点が少ないため、薬剤師
の方のアドバイスの必要
性もあらためて感じた。



自立支援型地域ケア会議から
把握した地域課題とその対応について

６

①病気や治療、薬に関すること
主治医や薬局との連携促進など

②身体機能の評価に関すること
リハビリ職との連携促進など

③食事や栄養に関すること
栄養士との連携促進など

⾃⽴⽀援型地域ケア会議での事例の積み重ねによる
マネジメント質の向上と、リハビリ専門職との関係づくり

⑤安全な⽣活と⾃⽴⽀援のための
手段として、地域資源や
インフォーマル資源の活用

市の管理栄養士訪問事業や栄養あっぷ訪問
（訪問C）についても周知していく。

市主催の⾃⽴⽀援型地域ケア会議に⽣活⽀援
コーディネーターが参加し、インフォーマル資源の提供

④介護予防・重度化防⽌に向けた
口腔機能向上のための取組

医療職等と⽇常的に相談できる関係性や体制の構築
→「互いの気づきがチームになる︕」チラシを作成・周知

ポピーが県⻭科衛⽣士会と協働で
「口腔ケア公開講座」（動画配信）を実施

管理栄養士・歯科衛生士・作業療法士
訪問事業の活用について

１ 目的
運動・栄養・⼝腔⾯に課題がある⾼齢者に対して、専⾨職のアセスメトによる適切な

サービス利⽤や、必要な⽀援につなげることで、⾼齢者の介護予防を推進すること。

２ 対象者
６５歳以上の⼭形市⺠で、運動・栄養・⼝腔機能低下のリスクのある⽅

３ 内容
管理栄養⼠、⻭科衛⽣⼠、作業療法⼠が（ご希望の専⾨職が約１時間程度）訪問し、利⽤者の

運動・栄養・⼝腔のアセスメントを⾏い、機能改善の指導やCMと連携し必要なサービスの紹介を⾏う。

４ 利⽤⽅法
市⻑寿⽀援課へ申請書を地域包括⽀援センター⼜はCMが提出する。
※ご利⽤希望の１か⽉前までの申請が必要です。
※サービスご利⽤者は、基本情報、ケアプランを併せてご提出ください。

５ 利⽤料⾦
無料

７

ぜひ、ご活用ください︕︕

課題への対応



自立支援型地域ケア会議 ８

普段気づくことが難しい専門的視点から、具体的な助⾔や役
⽴つ情報を得られる機会です。会議の趣旨・メリットをご理解
いただき、⾼齢者の⾃⽴⽀援のため、今後とも積極的な参加
をお願いいたします。

⼭形市公式ホームページ内 🔍⾃⽴⽀援型地域ケア会議

⼭形市公式ホームページに令和５年度の概要が掲載されています。
令和６年度の⽇程・会議資料の様式等は、４⽉上旬にホームページ
に掲載します。



介護予防・日常生活支援総合事業について

資料８

●訪問型サービス

１ 介護予防・生活支援サービス事業
〜⾼齢者が⾃宅での生活・地域活動を続けるために〜

●通所型サービス

＜通所型サービスの利⽤について＞

⼭形市元気あっぷ教室（Ｃ型） 運動機能向上に向け、専門職が短期集中で支援
※⾃宅訪問も⾏い、⾃宅生活を意識した支援を⾏います

地域支え合いボランティア活動
（B型）

地域の支え合い活動による高齢者の
居場所づくり

A型 簡単な体操、レクリエーション、交流等
（２時間以上）

従前相当
日常生活の支援、レクリエーション、機能訓練等

(３時間〜）
おいしく栄養あっぷ訪問（C型） 栄養状態や生活⾏為の改善のため、管理栄養⼠が⾃宅に訪問

地域支え合いボランティア活動
（Ｂ型・D型） 地域の支え合い活動による生活支援・移動支援

Ａ型 ⼀定の研修を受けた者による生活援助

従前相当 ホームヘルパーによる身体介護や生活援助

サービス利用は
山形市元気あっぷ

教室から

下記の①〜④の方以外の方は、山形市元気あっぷ教室からの利用を基本としています。
その他、個別の事情がある方などは⻑寿支援課までご相談ください。

①歩⾏器具や歩⾏機器を使⽤しても著しく歩⾏が困難で、⾷事、排泄、⾐服の着脱のいずれ
かにおいて介助を要する方
②認知症や精神疾患のある方でグループ訓練が困難な方
（精神疾患が落ち着いていれば利⽤が可能）
③視覚等に不安がある方
④医師より運動制限をされている方

山形市における介護予防・日常生活支援総合事業

高齢化が進展し、単身高齢者や認知症高齢者等が増加する中、日常
生活への支援のニーズが高まっています。

⼭形市では、高齢者が⾃らの能⼒を活かしながら、住み慣れた地域
で暮らし続けるため、「要支援１・２」や「事業対象者」の方を対象
に以下の介護予防・生活支援サービスを実施し、高齢者の介護予防・
⾃⽴支援に取り組んでいます。

介護予防スローガン 「このまちで 私らしく チャレンジ︕」



〇 対象者

要支援１・２、事業対象者であって、ケアマネジメントにより事業の利用

が適切と認められた者

〇 期間・回数

３～６か月間、週１回程度最大２４回まで

〇 内容

・ リハビリ専門職等が、各自の生活の目標にあわせて個別の運動プロ

グラムを作成し、運動指導を行います。

・ リハビリ専門職がご自宅に訪問し、生活環境のアドバイスや自宅で

継続できる運動をお伝えします。

〇 料金

運動プログラム 週１回利用 月２，０００円（原則）

自宅への訪問 ６００円／回

※認知症や疾患などで、
利用が難しい場合は、従
前相当・A型などを利用

＜山形市元気あっぷ教室利用のイメージ＞

肩が上がらず、洗濯物が干せなくなった…
⾜がふらつき、お⾵呂に⼊るのが不安…

3〜６か⽉
週１回

⼭形市元気
あっぷ教室

を利⽤

⾃分でできるようになって⾃信がついた︕
これなら家でずっと暮らしていける︕

体が弱り、生活に不安が出たら、
担当の地域包括支援センターに相談。

回復が難しい場合は、
従前相当、Ａ型等で
支援を継続

元気に、⾃宅での生活や
地域活動を継続
（週１回の通いの場や地域での
支え合い活動等も）

ｖ

高齢者が地域活動を継続できるよう、短期集中の運動機能向上プログラムを行います。利用者の８

割以上の方の運動機能が向上しており、利用後は地域の居場所や住民主体の通いの場につなげ

ていくことを目指しています。

〇 対象者

要支援１・２、事業対象者であって、ケアマネジメントにより事業の

利用が適切と認められたもの

〇 期間・回数

４～６か月間、最大１２回まで、時間は２時間以内

〇 内容

・ 管理栄養士が自宅を訪問し、栄養状態や生活行為の改善を

支援します。

・ 調理（献立の相談、調理のアドバイスや実践）

・ 整理整頓（台所や冷蔵庫内の整理、食品の保存方法）

・ 買い物（買い物の相談や付き添い）

〇 料金

自宅への訪問 ５００円／回

おいしく栄養あっぷ訪問（Ｃ型）

以下のとおり、食事を通して生活の質を向上させ、在宅での自立した生活を維持できるよう、

短期集中の栄養改善プログラムを行います。他の訪問系サービスとの併用もできます。

山形市元気あっぷ教室（Ｃ型）

地域における住⺠主体の支え合い活動（訪問による生活支援、交流の居場所づくり、付き添い
支援等の移動支援）について、その活動の⽴ち上げや運営に要する経費の⼀部を補助するなどの
支援を⾏っています。下記に掲載しているものは令和５年度に補助を実施した団体です。

地域支え合いボランティア活動（総合事業Ｂ型・Ｄ型）

●訪問型サービスＢ（生活支援）
調理、居室等の掃除、買い物代⾏、雪かき、ごみ出し、草取り、配⾷、灯油入

れ等の生活支援
実施団体 令和６年２月現在

No. 所在地 団体名 連絡先 内容 対象地域

1 第八 特定非営利活動法人グローバル福祉サービ
ス 674-9533 生活全般の支援 山形市全域

2 第十 特定非営利活動法人山形わたげの会 644-4870 生活全般の支援 山形市全域

3 滝山 特定非営利活動法人ふれあいにこにこの丘 631-5015 生活全般の支援、配食等 山形市全域

4 楯山 生活協同組合共立社（コープくらしのたす
けあいの会） 686-6284 家事援助、話相手 山形市全域

5 南沼原 かえるの会（ほっこり活動） 080-5574-6183 ゴミ出し、庭の手入れ、除雪、障子貼り、
お買い物隊などの生活支援

高堂及び近隣
町内

6 東沢 上宝沢あおぞら応援隊
645-8061（※生
活支援コーディ
ネーター）

生活全般の支援 上宝沢地区及
び近隣



●訪問型サービスD（移動支援）
（１）通院、買い物及び公的手続きなど、在宅生活を継続するために必要な⾏

為を⽬的とする送迎前後の付き添い支援
（２）住⺠主体の通いの場や通所型サービスＢ（以下「居場所」という。）へ

の送迎（当該居場所の運営主体以外の主体が送迎を⾏う場合に限る）
実施団体 令和６年２月現在

No. 所在地 団体名 連絡先 内容 対象地域

1 第八 特定非営利活動法人グローバル
福祉サービス 674-9533 移動支援、付き添い支援 山形市全域

●通所型サービスＢ（居場所づくり）
住⺠同⼠が定期的に集まって交流することで、楽しく社会参加できたり、⾒守りにつ

ながったり、困った時は助け合うなど、支え合いの関係が築ける居場所
実施団体 令和６年２月現在

No. 所在地 団体名 連絡先 内容 対象地域

1 第二 双葉町町内会
645-8061（※生活
支援コーディネー
ター）

百歳体操、お茶飲み、しゃんしゃん体操、
グラウンドゴルフ、趣味の会、歩こう会 第二地区

2 第七 清江町町内会 645-8061（※） 清江町輪投げ集いの場、認知症予防の体操、
体芯体操

清江町町内及
び近隣町内

3 第十 特定非営利活動法人山形わたげの会 644-4870 常設型居場所（わたげの家／⽉〜金） 山形市全域

4 第十 清住町百歳体操の会 645-8061（※） 百歳体操、かみかみ体操 清住町町内及
び近隣町内

5 滝山 特定非営利活動法人ふれあいにこにこの丘 631-5015 毎⽇型居場所（あがらっしゃい／⽉〜金） 山形市全域

6 出羽 絆会 645-8061（※） ひとあひ処「合」、介護予防教室、社会交
流、教養講座（⽉、水、金）

出羽２３区内
及び近隣町内

7 南沼原 いきいき若草サロン 645-8061（※） 百歳体操、お茶飲み、家庭菜園、ウォーキ
ング、健康麻雀（⽇）

沼木上町内及
び近隣町内

8 南沼原 みんなの居場所と有償ボランティア どんぐ
りの木 090-8616-1406 いきいき百歳体操、趣味活動、社会交流会

等（⽉・水） 山形市全域

9 滝山 あいあい広場 687-1339 いきいき百歳体操、サロン活動、趣味活動 山形市全域



家事援助
（No.4 生活協同組合共⽴社コー
プくらしのたすけあいの会）

【訪問型サービスＢ（生活支援）の様子】

布遊び
（No.3 ⼭形わたげの会）

【訪問型サービスD（移動支援）の様子】

付き添い支援
（No.1特定非営利活
動法人グローバル福

祉サービス）

【通所型サービスB（居場所づくり）の様子】

しゃんしゃん体操
（No.1 双葉町町内会）

高齢者等が家事や買い物などをサポートしてもらいたいと感じた時に活⽤してもらうため、生活支援コー
ディネーターが把握した社会資源情報をまとめたツールです。

公⺠館、コミュニティセンター等に設置するほか、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、⺠生児
童委員等に周知しています。また、⼭形市ホームページにも掲載しています。

◆掲載内容◆
・家事支援
・外出支援
・⾷材・弁当の配達
・日⽤品の配達
・⾒守り・安否確認に役⽴つ情報
・雪かきに役⽴つ情報
・お出かけの場
・地域支え合いボランティア活動
・困ったときの相談先

等

生活お役⽴ちガイドブック



２ ⼀般介護予防事業 〜６５歳からのいきいき健康づくり〜

節目年齢（７５歳・８０歳）の介護予防アンケート

〇内容 ： 心身の状況等に関するアンケートをご自宅に送付し、

回答内容によって必要な方には個々に合わせた介護防

に関するアドバイスを行います。

〇対象 ： 年度内に当該年齢になる山形市民

（要支援・要介護の認定を受けている方と総合事業の

事業対象者を除く）

住民主体の通いの場を支援します

〇 立ち上げから１年目までの団体には、

介護予防に関する出前講座といきいき百歳体操の紹介や説明、

いきいき百歳体操のＤＶＤと重りの無料貸出を実施しています。

体力測定は年２回まで支援します。

〇 ２年目以上の団体には、介護予防に関する講師の派遣、体力

測定をあわせて年３回まで支援します。

「住民主体の通いの場」とは、住民の皆さんが主体となって、身近な集会所などに週１回以上集ま
り、介護予防の運動（いきいき百歳体操等）などを実施する活動の場です。

参加することで、足腰の筋力等の維持・向上につながり、また外出の機会や住民同士での地域づ
くりにもつながる効果があります。

「住民主体の通いの場」立ち上げ支援・継続支援

〇内容 ： 介護予防（運動、栄養、口腔、閉じこもり予防、認知症予防、

うつ予防等）に関する講話や実技の講師派遣等

〇対象 ： 参加者が概ね６５歳以上、１０人以上の市民で構成されている

団体で、主催が住民であること

※派遣回数や、派遣時間ほか、各団体と相談のうえ調整します。

６５歳以上の市民の方がいつまでもいきいきとした生活が送れるよう、身近な集会所などで介護予
防活動を行っている団体に、講師を無料で派遣します。

地域で介護予防に取り組む団体を支援します

〇内容 ： 栄養・口腔・運動面で課題のある高齢者に対し、適切な

サービス利用につなげるために、専門職が訪問によりアセス

メントを行い、指導やサービス利用が望ましいと思われる場

合は、必要なサービスの紹介を行います。

○対象 ： ６５歳以上の市民で、栄養・口腔・運動機能低下のリスクの

ある方（基本チェックリスト等で栄養・口腔・運動の項目に該

当する方や、個別支援において専門職による介入が必要、

あるいはその判断に迷う方）

管理栄養士・歯科衛生士・作業療法士が訪問します

一般介護予防事業は、すべての高齢者を対象に、介護予防・生活支援の推進を目的として行う事業です。

＜地域介護予防活動支援事業＞

＜介護予防普及啓発事業・地域リハビリテーション活動支援事業＞

＜介護予防把握発事業＞

＜介護予防普及啓発事業・地域リハビリテーション活動支援事業＞

介護予防教室一覧は完成後ホームページに掲載します

⻑寿⽀援課・地域包括⽀援センターで配布しておりますが、
山形市公式ホームページ「なんたっすやまがた」からダウンロードできます。

「やまがた人生備えの書（山形市介護予防手帳）」は、地域の高齢者が、将来を見据
えながら自主的に健康づくり・介護予防に取り組めるように、また、もしもの場合に
備え適切な介護を受けることができるよう、介護予防に関する情報提供や、対象者が
活動の記録を記載するための冊子です。

やまがた人生備えの書（山形市介護予防手帳）

＜介護予防普及啓発事業＞



＜ヒアリングフレイル啓発リーフレット＞

近年、国内外の研究によって、難聴が認知症の最大の発症リスクになることが明らかになっています。
聞こえにくさから、会話に参加することが困難になり、人とのつながりが低下し、虚弱な状態や認知症のリスクにつながると言わ

れています。そのため「聴こえ」の状態を改善し、人とのコミュニケーションや社会活動への参加を促進することで介護予防や認知
症予防、ひいては健康寿命の延伸につなげることを目指し、実施しています。

【内容】
・普及啓発

介護予防教室やリーフレットを用いたヒアリング
フレイル※について理解を広める

・早期発見、早期対応
アプリを使用した語音聴力チェック
言語聴覚士による補聴器相談医への受診勧奨
補聴器購入費の支援（一部補助） 等

・フォローアップ
補聴器を適切に継続して使用するための支援

・データ分析
聴こえや活動意欲・行動の変化の調査分析

※ヒアリングフレイル（聴き取る能力の衰えのこと）

【スケジュール】
６〜７⽉頃 介護予防教室
７〜１２⽉（予定） 公⺠館・コミュニティセンター計７ヶ所で開催

＊広報やまがた・包括だより・市ホームページ等で周知予定

＜表：難聴の有病率＞
年代 男性 女性
60〜64 18.8％ 10.6％
65〜69 43.7％ 27.7％
70〜74 51.1％ 41.8％
75〜79 71.4％ 67.3％

80〜 84.3％ 73.3％

出典：国立⻑寿医療研究センター
「⽼化に関する⻑期縦断疫学研究」

２５ｄB以上

＜介護予防普及啓発事業＞

高齢者が活動を通じて、「社会参加や地域貢献を行う」とともに「自らの健康増進も図る」ことを支援する取組

令和元年９⽉から開始している「山形市健康ポイント事業スクスク（SUKSK）」において、介護支援ボラン
ティアをポイント付与対象として実施してきました。ボランティア受け入れ事業所として登録した介護保険サー
ビス提供事業所（ポイント付与事業所）でボランティアをされた方にスクスクポイントを付与します。

（１） 介護支援ボランティアポイント
介護保険サービス提供事業所で
ボランティア活動をした人がもらえます。

（２） SUKSKポイント
健康づくり（介護予防）に関する事業や
イベントに参加した人がもらえます。

・地域とのつながりが深まる
・社会貢献ができる
・入所者の生活をより豊かにする
・介護支援ボランティアポイント付与事業所
として、人材不足改善の手助けになる

・市ホームページに掲載される

（１）介護支援ボランティア活動をした人にポイントを
付与できるサービスの内容を決める
例：お茶出し・配膳・シーツ交換・話し相手など
（無償のものに限る）

（２）介護支援ボランティア受け入れ事業所の登録をする
①電話やメールで知らせる
②手続き書類が事業所に届く
③手続きの書類を提出する
④QRコード、シールが事業所に届く

（3）登録したサービスのボランティアをした人に
ポイントを付与する

・ポイント対象項目のボランティアをすると
SUKSK５００ポイントが付与される

・社会参加や地域貢献ができる
・新しい生きがいが見つかり、楽しく健康
増進ができる（介護予防・健康づくり）

介護支援ボランティアポイント制度

ポイントの違い 登録事業所のメリット

受け入れる事業所が行うポイント付与のための準備
介護支援ボランティアをした人のメリット

①③
事業所 市役所

②④



介護保険サービス等普及啓発事業
について

山形市福祉推進部長寿支援課

資料９

令和６年３月 集団指導資料

◇ねらい
在宅生活の継続に有効な介護保険サービス毎のチラシを作製し、介護支援専門員や地域

包括支援センター職員等が、介護保険サービスの利用を希望する方やその家族、将来の備
えとして関心のある方などに、自立支援、重度化防止等に資する介護保険サービスの内容を
適切に説明し、サービスの適切な選択と自立支援につなげていくことを目的とする。

また、作製したチラシを通して、サービスの効果やサービス事業者のサービスに対する思い
等を、介護支援専門員やサービス事業者同士で共有することで、これまで以上に、自立支援
に向けた連携を図る。

◇チラシ作製のあゆみ

介護保険サービス等普及啓発事業 １

令和３年度 ： 訪問介護、訪問入浴介護、通所リハ、小規模・看護小規模多機能居宅介護、
居宅介護支援、訪問C、通所C

令和４年度 ： 通所介護、訪問看護、短期入所生活/療養介護、福祉用具・住宅改修

令和５年度 ： 訪問リハ、特定施設入居者生活介護、認知症対応型通所介護、
認知症対応型共同生活介護、介護老人保健施設、訪問B・D・通所B



3

介護保険サービス等普及啓発事業 ２

（表） （裏）

例：訪問看護

4

介護保険サービス等普及啓発事業 ３

令和５年度作製するチラシは、完成後、居宅介護支援事業所や地域包
括支援センター等の関係機関に配布します。データ提供も行いますので
ご活用ください。
また、３月２６日に「プレゼン大会」をオンラインで開き、サービス事業所

からチラシにこめたメッセージを発表しますのでご参加ください。

それぞれのサービスの理解を深めるととも
に、サービスの連携につなげ、利用者の自
立支援をより一層進めるため、チラシのご
活用をよろしくお願いします。



令和５年度山形市介護保険サービス事業者等集団指導

「山形市の高齢者虐待防止に向けた

連携協働体制の強化について」

山形市福祉推進部

長寿支援課ようご支援係

資料10

高齢者虐待の対応件数

○ 養護者による虐待 （種別は重複あり）

R1 R２ R３ R４ 前年⽐較

相談・通報件数 36 33 30 38 ＋８

事実確認の件数 21 17 17 14 －３

身体的 10 15 17 13 －４

介護放棄 7 5 0 2 ＋２

心理的 13 9 10 7 －３

性 的 0 0 0 0 ±０

経済的 10 ２ 1 1 ±０

山形市における高齢者虐待の現状



虐待の発生原因 R1 R２ R３ R４ 前年⽐較

性 格 や ⼈ 格 19 12 14 １６ ＋２

介 護 負 担 6 12 13 ５ －８

家族との関係性 7 4 3 ７ ＋４

経 済 的 要 因 10 7 4 ２ －２

そ の 他 9 11 12 １３ ＋１

相談・通報経路 R１ R２ R３ R４ 前年⽐較

ケアマネジャー 0 2 4 ７ ＋３

サービス提供事業者 3 0 2 ９ ＋７
地域包括支援センター 25 24 20 ２１ ＋１
近隣住⺠・⺠生委員 4 0 2 ０ －２

被虐待者・虐待者・家族・親族 10 1 8 ２ －６
その他（医療機関・警察等） 10 8 9 １４ ＋５

○高齢者虐待対応多機関連携ワーキンググループ

複合化・複雑化した課題を抱える、いわゆる８０５０世帯等の増加に伴い、高齢者
虐待自体の増加が懸念されるとともに、課題解決には様々な視点からの支援が必
要となってきている。また、虐待者だけでなく、加害の立場にある養護者への支援と
いう観点からも、民生委員や事業所等による発見・通報、ケアマネジャー等による通
報や継続的な支援等、多機関による連携体制の強化が重要である。

関係機関が現場対応の実情について共有し、従来の取組の評価・検証を行い、「
初動期の通報体制構築」に向けた具体的な実践方法を検討するため、Ｒ３年１１月
に、市・包括支援センター権利擁護部会・ケアマネジャー・医療機関等により「ワーキ
ンググループ」を組織し、多機関による協働作業を行っている。

実態に即した対策を講じるためには現場の実態を把握する必要があり、令和４年２
月にケアマネジャー等を対象に「高齢者虐待対応に関する調査」を行った。

調査結果をワーキンググループにて分析し、「虐待のわずかな兆候でも速やかに
相談に繋げる体制が必要」「本人、家族、特に近隣住民、民生委員等からのケアマネ
ジャーへの相談が少ない」「発見した場合の対応の流れ及び連携する関係機関の認
識を必要としている」等、現状・課題を把握した。

この現状・課題について、具体的な対応策を検討・実施することがこの組織の活動
と考えており、定期的に会議を開催し、具体的な対応策の検討を行っている。



◎令和５年１月「高齢者虐待対応に関するケアマネジャー等対象研修会」
グループワーク：虐待対応フローチャートの共有・ロールプレイ 等。

・市と包括の対応が分かり、連携した対応が認識できた
・ケアマネ一人で抱え込む必要が無いことが分かった
・市及び包括に相談しやすくなった 等。

◎令和５年度

○「県虐待防止啓発パンフレット」配布先の見直し

新たに「民生委員全員」「公民館・コミュニティセンター」等に配布

○民生委員への周知：令和６年１月会長連絡会

上記パンフレットの配布及び地域における啓発の周知

◎今 後

○各団体で行う研修への支援

各事業所や関係機関における“虐待防止をテーマとした研修会”開催

についての啓発及び支援を行う。

○各関係機関への周知啓発

医療機関等の関係機関とともに“地域住民への周知啓発”

○活動内容

虐待対応フローチャート （権利擁護部会作成）
★高齢者虐待対応に係るケアマネジャーとの連携 

包括支援センターとケアマネジャーが連携対応した事例 



生活支援体制整備事業について
生活支援コーディネーター・協議体

山形市福祉推進部長寿支援課

令和６年３月 集団指導資料

資料１１

◇概 要
地域における生活支援・介護予防に係る支え合い体制の推進のため、ボランティア・ＮＰＯ・

地縁組織・民間企業等多様な主体によるサービスの体制整備の構築を目的とし、配置した生
活支援コーディネーターが次の業務を行うもの。

• 資源開発
• 地域に不足するサービスの創出
• サービスの担い手の養成
• 元気な高齢者などが担い手として活動する場の確保 など

• ネットワーク構築
• 関係者間の情報共有
• サービス提供主体間の連携の体制づくり など

• ニーズと取組のマッチング
• 地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動をマッチング など

◇人員体制
第１層 １名 市全域を対象とする第１層生活支援コーディネーターを配置。

第２層 １６名 地域包括支援センター担当の１４圏域それぞれに１名配置する上、
令和５年度からは第１圏域（出羽・大郷・明治・千歳）及び第６圏域
（南山形・本沢・大曽根・西山形・村木沢）にそれぞれ１名追加配置。

生活支援コーディネーターの配置 １



◇概 要
高齢者が家事や買い物をサポートしてもらいたいと感じた時などに活用してもらうため、生活

支援コーディネーターが把握した社会資源情報をまとめた「山形市生活お役立ちガイドブック」
を作成するもの。

公民館、コミュニティセンター等に設置するほか、地域包括支援センター、民生児童委員等
に周知しています。また、山形市ホームページにも掲載しています。

◇掲載内容
・家事支援
・外出支援
・食材・弁当・日用品の配達
・見守り・安否確認に役立つ情報
・雪かきに役立つ情報
・お出かけの場
・地域支え合いボランティア活動
・困ったときの相談先

◇令和６年度の予定
資源に関する最新情報をデータベースに集約し、高齢者一人一人にあったサービスを便利

に検索できる「（仮称）生活お役立ち情報見える化システム」を構築する。

山形市生活お役立ちガイドブック ２

↑ PDFはこちらから
（山形市HP）

◇概 要
地域課題の共有、資源の見える化等を行い、目指す地域像の共有、必要な生活支援サービ

スの創出に向けた方針等の検討を行うもの。
• 第1層協議体 市全域
• 第2層協議体 日常生活圏域・地区にて開催

（地域包括支援センターネットワーク連絡会等の既存会議を活用）

◇第１層生活支援体制整備協議体
高齢者の生活支援・介護予防サービスにおける多様な主体間の情報の共有及びネットワー

クの構築を図り、連携・協働により生活支援・介護予防サービス体制の整備を推進するため、
第１層協議体を設置するもの。

山形市高齢者等見守りネットワーク
• 時 期 令和３年度から、第１層協議体を通じて構築し、令和５年度からは、山形市

高齢者等見守りネットワーク連絡会として取り組んでいる。
• テ ー マ 高齢者の孤立や事故防止に向けた多様な主体による日常的見守りの促進

• 協 議 今年度の振り返り、協力事業者の拡大について、今後の取組について、
令和６年３月に会議を開催。

• 参 集 者 配食・食材配達・訪問販売・新聞配達・郵便などの訪宅事業者、
山形警察署、ガス及び水道事業者、ほか事業者 等

協議体の設置 ３



居宅介護支援事業所等研修会について

令和６年３月 集団指導資料

山形市福祉推進部長寿支援課

資料１２

ケアマネジャーの業務効率化と
質向上に向けて

開催日（集合）：令和５年８月25日（金）

参加者
119名

居宅介護支援事業所 85名
小規模多機能型（看護含む） 16名
地域包括支援センター 18名

ケアマネジャー×薬剤師
～お互いの気づきがチームになる！～

開催日（集合）：令和５年９月14日（木）

参加者
166名

居宅介護支援事業所 85名
小規模多機能型（看護含む） 14名
地域包括支援センター 26名
薬局 32名 その他事業所 9名

開催日（集合＋Zoom）：令和６年１月24日（水）

参加者
115名

居宅介護支援事業所 83名
小規模多機能型（看護含む） 10名
地域包括支援センター 20名
その他事業所 2名

ケアマネジメントにおける
世帯支援（実践編）

開催日（集合）：令和６年２月20日（火）

参加者
104名

成年後見制度の理解と活用

居宅介護支援事業所 75名
小規模多機能型（看護含む） 11名
地域包括支援センター 17名
その他事業所 1名

開催日（集合）：令和６年３月９日（土）

参加者
72名

居宅介護支援事業所 名
小規模多機能型（看護含む） 名
地域包括支援センター 名
医療機関 名

認知症医療ネットワーク



令和６年６月 ケアマネジャーと主治医・薬剤師
が

よりやりとりしやすい環境に
向けて

令和６年７月 自立支援に資するマネジメントに
ついて

令和６年10月

令和６年１１月

令和７年１月

（開催時期） （テーマ）

時期及びテーマは変更になることがあります
ので、あらかじめご了承くださいますようお
願いします。

山形市や関係機関においては、上記以外にも介護
支援専門員等が対象となる研修を実施予定です。
後日一覧を送付する予定ですので、ご活用ください。

全３回

・避難行動支援制度について

・障がい福祉制度について

・認知症医療ネットワークについて

・口腔・栄養について

※内容は調整中



人生会議・在宅療養について

令和６年３月 集団指導資料

山形市福祉推進部長寿支援課

資料１３

選択肢を拡げるため

人生会議 と 在宅療養 の
普及啓発にご協力ください！

支援者向けの事例集も用意しています。
ご希望の方は長寿支援課までご連絡く
ださい！

この動画は在宅にスポットを当てておりますが、
ご視聴いただくことで、これからのことを考え、
話し合うことの⼤切さに気付くことができる内容
となっています。

支援者のみなさんも是⾮ご視聴いただき、理解
を深め、ご利⽤者への周知等にご協⼒ください。

インターネットで
「山形市 在宅療養」

で検索

インターネットで
「山形市 人生会議」

で検索

「在宅療養」という選択肢があることや、
どのような方がどのようなサービスを受
けることができるのかなどをまとめた市
⺠向けのパンフレットを作成しています。



山形市避難行動支援制度について

資料１４

令和６年３月 集団指導資料

山形市福祉推進部長寿支援課

１ 現在の制度 １

災害が起きたとき、避難支援が必要な
方（避難⾏動要支援者）が地域の中で
支援が受けられるように、平常時から
避難⾏動要支援者、地域の皆さまと⼭
形市が協働しながら体制づくりを進め
る制度です。

介護・福祉分野との連携が制度のさ
らなる推進につながります。

制度の詳細はこちら
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１ 現在の制度 ２

⼀時避難所での避難・生活が難しいと判断された方がいた場合
⼭形市は福祉避難所※の開設を要請します。
福祉避難所へ直接避難することはできません。

⼭形市の福祉避難所数は未だ少ない状況です。ご協⼒いただける事業所におかれ
ましては協定の締結をお願いします。（令和６年２⽉末時点５９施設）
協定に関しては市防災対策課へお問い合わせください。

介助が必要な高齢者、障がい者、妊婦ら（要配慮者等）に配慮した避難所
福祉避難所

一
時
避
難
所

福
祉
避
難
所

災害
発生

①避難 ③避難

②開設要請市役所

令和５年度に⾼齢者個別避難計画作成モデル事業を実施しました。

２ 令和５年度の取組 ３

≪国（内閣府）の方針≫
令和３年の災害対策基本法改正により、障がい者や高齢者などの避難⾏動要

支援者の「個別避難計画の作成」が、⾃治体の努⼒義務となりました。

≪山形市の考え≫
令和５年度にモデル事業を実施し、事業実施

内容について効果検証を⾏い、令和７年度以降
「⼭形市避難⾏動要支援者の避難⾏動支援制度
全体計画」に定めるすべての避難⾏動要支援者
の個別避難計画の作成を実施します。



３ モデル事業の概要 ４

モデル地区
滝⼭地区（土砂災害警戒区域）
⼤郷地区（浸水想定区域）
第七地区（その他）

モデル事業の対象者 モデル地区内に居住する在宅の要介護３以上の認定者

対象者数 ３地区合計で目標１００名

契約の相手方と実施方法 避難⾏動要支援者を担当する居宅介護支援事業所
（１０事業所）との業務委託により実施

委託期間 令和５年１０⽉１日から令和６年２⽉２９日

主な取組内容 ・避難⾏動要支援者名簿の提供の同意確認
・個別避難計画の作成

介護支援専門員による個別避難計画の作成等の実施

４ 事業の検証 ５

・避難⾏動要支援者の定義
・事業の流れ
・地域との情報連携の方法
・契約や請求の事務⼿続き 等

事業の⼀連の流れを①から➃のとおり分割して分析に活⽤

モデル事業の実績（令和６年１⽉末時点）
①︓モデル事業所１⽉末現在の要支援者の⼈数（モデル事業の対象）・・８０名
②︓①のうち事業説明を実施した⼈数・・・・・・・・・・・・・・・・６１名

※１９名は事業説明を拒否
③︓②のうち同意を得られた⼈数・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２名
➃︓③のうち同意書と計画を作成した⼈数・・・・・・・・・・・・・・３９名

３ 現段階で検討が必要な事項

作成した個別避難計画や、地区関係者及びケアマネジャーから頂いたご
意⾒から課題等を整理し、令和７年度に向けて制度設計や実施方法の⾒
直しを⾏っていきます。

１ 実績

２ 実績以外



５ これまでのスケジュールと予定 ６

令和５年度

７⽉︓モデル地区関係者へ説明
８⽉︓避難⾏動要支援者へ通知
９⽉︓事業所と委託契約
10⽉︓モデル事業開始
２⽉︓モデル事業終了

事業所と意⾒交換

令和６年度 ・モデル事業検証、関係機関へ事業説明
・全地区へ事業説明

令和７年度〜 ・全避難⾏動要支援者への事業実施開始

６ 最後に ７

令和６年度はケアマネジャーを対象とした事業説明や
地区への説明を行います。時期が来ましたらご案内し
ますのでご理解とご協力をよろしくお願いします。



資料１５
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令和４年度 介護サービス事業所等の事故報告について 

 
 
１ 概要 

  介護サービス事業所等においてサービスの提供により事故が発生した場合は、基準条例等に

よって市町村に報告しなければならないとなっており、その報告基準については、山形市通知

により次のように定められている。 
  ⑴重大事故  

①死亡、危篤状態 
 ②一定程度の後遺障がい、一酸化炭素中毒  

③利用者の行方不明  
④火災の発生 
⑤自然災害による人的被害及び建物の損壊等の物的被害 

 ⑵重大事故以外の事故  
①医療上の治療を受けた場合 
②死亡等につながれる恐れがある場合  
③自然災害以外による建物損傷 
④盗難 
⑤利用者の離設 
⑥訪問系サービスにおける利用者宅での物損事故等 

 
２ 事故報告件数 

   令和４年度 ３４６件 (令和３年度 ４２８件) 
 
３ 事故報告書の提出内訳 

 

 

 

 

死亡 骨折 離設
薬剤
誤飲等 交通事故 その他

⑴地域密着型サービス 117 94 4 61 9 0 0 20
⑵介護予防・⽇常生活支援総合事業 123 2 0 1 0 0 0 1
⑶居宅介護支援 75 0 0 0 0 0 0 0
⑷居宅サービス 253 110 4 61 5 0 1 39
⑸施設サービス 21 78 1 57 0 2 0 18
⑹その他（有料、軽費等） 77 62 1 28 6 2 0 25

合計 666 346 10 208 20 4 1 103
2.9% 60.1% 5.8% 1.2% 0.3% 29.8%

報告
件数

事業所数
（Ｒ4.4）サービス種別

内訳

資料１６
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事故発生場所 件数
居室・静養室 181
食堂・リビング 62
トイレ 15
浴室・脱衣室・洗面所 13
廊下・階段・エレベーター 29
屋外（敷地内） 8
屋外（敷地外） 16
機能訓練室 1
その他 15
不明 6

合計 346
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◎事故発生時間帯 

 

 

 

 
  

時間帯 件数
0：00〜1：59 12
2：00〜3：59 21
4：00〜5：59 21
6：00〜7：59 54
8：00〜9：59 36
10：00〜11：59 35
12：00〜13：59 35
14：00〜15：59 44
16：00〜17：59 26
18：00〜19：59 23
20：00〜21：59 16
22：00〜23：59 14
不明 9
合計 346
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４ 事故報告書の主な内容   ※カッコ内は令和３年度の件数 

令和４年度においては、事故の種別として一番多いのは骨折で、事故発生場所は、居室・静

養室、次いで食堂・リビングでの事故が多く、発生時間帯としては午前中が多くなっている。 

 
(1)死亡事故……… １０件 （６件） 

   （内容）自分で食事摂取し、誤嚥したことによるもの。 
   

(2)骨折事故……… ２０８件 （２６０件） 
（内容）トイレ等への移動時にバランスを崩し転倒、ベッドからの転落、着替え中の転倒な

ど自室内等での転倒によるもの。 
移乗や体位交換等の介助時に負荷がかかったことによるもの。 

   （対応）見守り・声掛け・巡視の強化。ナースコール使用を促す。離床センサーの設置。 
ナースコールや離床センサーの設置位置の変更。 
利用者の状態に合わせて車椅子や歩行器の使用を検討。 
福祉用具の使用や必要性を検討。 
家具の配置、居住空間の環境整備など居室の環境改善。 
職員間で協力した介助の実施。職員間の情報共有の徹底。 
身体に負荷がかからないよう意識した対応の徹底と研修の実施。 

 
(3)離設事故……… ２０件 （１７件）  

（内容）居室の窓や正面玄関からの離設。 
    施設内で所在確認ができず、離設に気づいた。 
    敷地内屋外や敷地外屋外で、職員が利用者を見かけ、離設に気づいた。 
    警察からの連絡で離設が判明。 

  （対応）マニュアルの整備、見守り強化。監視だけでなく声掛け徹底。利用者家族、職員間 
での情報共有・連携強化。センサーの使用等の検討。施錠箇所の見直し。施錠ル 
ールの徹底。 

 
(4)薬剤の誤飲等……… ４件 （２１件） 

（内容）別の入所者の薬を飲ませてしまった。 
    薬を重複して飲ませてしまった。 

   （対応）薬変更時の情報共有の徹底。 
複数の職員によるダブルチェック、声出し確認の徹底。 

 
(5)交通事故……… １件 （０件） 
  （内容）送迎車での送迎中信号待ちで後続車より追突された。 
 
(6)その他事故…… １０３件 （１２４件） 

（内容）離床介助時、左足をベットフレームにぶつけ裂傷。 
       臥位介助時、腕が職員の膝にぶつかり、表皮剥離。 
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５ 消費者庁へ通知した事故 

 

No. 事故発生日 被害状況等 事故内容 

１ 令和４年８月９日 右大転子骨折 

（７０歳代） 

利用者はトイレに行きたくて居室ベッドから

ナースコールを押したが、誰も来ないため一

人でトイレに行こうとして転倒。ナースコー

ルは通信機器の経年劣化により鳴らず、セン

サーマットは電源を入れ忘れていたため、鳴

らなかった。 

 

６ 参考 

  ・介護サービスにおける事故報告基準（令和３年１月６日付通知 別紙１） 

  



別紙１
令和３年１月６日

介護サービスにおける事故報告基準

区分 項目 事例等 報告方法等

①死亡、重篤状態 ・窒息事故によるものを含む。
・送迎中の事故により第三者が死亡、重篤状態となっ
た場合も含む。
・原因が単なる病気によるものは報告不要（ただし、
利用者家族等から苦情があったものについては報告
が必要）。

②一定程度の後遺障がい、一
酸化炭素中毒

・一定程度の後遺障がいとは、別紙２の通り、消費者
安全法施行規則第5条に定める身体の障がいとす
る。

③利用者の行方不明 ・行方不明者届を提出した場合、行方不明扱いとす
る。

④火災の発生 ・火災扱いとするかは消防署の判断による。

⑤自然災害による人的被害及
び建物の損壊等の物的被害

・自然災害とは地震、風水害等を指す。
・負傷の程度及び損壊の程度は問わない。

①医療上の治療を受けた怪
我等で、⑴重大事故に該当し
ない場合
※施設内の医師が治療した
場合を含む

・利用者自身の転倒による怪我も含む。
・送迎中の事故により、第三者が負傷した場合も含
む。
・軽微な擦り傷・打撲は原則除くが、利用者やその家
族から苦情が寄せられた場合は報告を要する。
・薬剤等の誤飲等（利用者の体調に何らかの変化が
あった場合）。

②死亡、重篤状態の被害を発
生させる恐れがある場合

・物品等（飲食物以外）の重要な部分に破損・故障・
汚染・変質等の劣化が生じた場合。
・飲食物に毒物・劇物等が含有・付着した場合。
・窒息その他生命・身体に著しい危険が生じた場合。

③自然災害以外による建物損
傷

・第三者による建物損傷。

④盗難 ・職員によるもの、利用者または利用者家族によるも
の、第三者によるものを含む。

⑤利用者の離設 ・行方不明者届を提出せず発見した場合、離設扱い
とする。

⑥訪問系サービスにおける利
用者宅での物損事故等

・利用者やその家族から苦情が寄せられた場合に限
る。

①単なる病気による死亡や重
篤状態

②医療上の治療を受けない怪
我

⑴重大事故

※事故発生
の原因に関
わらず報告
が必要
（利用者自身
の転倒によ
る事故、福祉
用具による
事故など）

当日

※電話、ファクス、メー
ルによる報告を当日す
ること
※事故報告書による事
故発生報告は１週間以
内とする
※期日までの提出が可
能な場合、事故発生報
告と事故処理報告を兼
ねて事故報告書を提出
することができる

⑵重大事故
以外の事故

※事故発生
の原因に関
わらず報告
が必要
（利用者自身
の転倒によ
る事故、福祉
用具による
事故など）

１週間以内

※事故報告書による事
故発生報告を１週間以
内とする
※期日までの提出が可
能な場合、事故発生報
告と事故処理報告を兼
ねて事故報告書を提出
することができる

⑶事故報告
が不要な事
故

報告不要



令和６年度
介護職員等処遇改善加算等に係る計画書について

○計画書提出期限 令和６年４⽉15日（⽉）【必着】
※ただし、新加算については令和６年６⽉15日まで計画の変更を受け付けます。

○提出方法等
⑴ 電子メールにより計画書をエクセル形式で添付して提出してください。
⑵ 新規に加算を算定する場合、⼜は、前年度と異なる加算区分を算定する場合

計画書と併せて、
「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」及び
「介護給付費算定に係る体制状況等⼀覧表」を提出してください。

・現⾏３加算（４・５⽉分）は令和６年４⽉15日（⽉）【必着】
・新加算（６⽉以降分）は （居宅系）５⽉15日（⽔）【必着】

（施設系）６⽉ １日（土）【必着】
※現⾏3加算の届出と同時に、新加算の届出を⾏うことも可能です。

⑶ 計画書様式が変更になりますので、新しい様式を使⽤してください。
※次のサービス種別を除く

（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）福祉⽤具貸与、
特定（介護予防）福祉⽤具販売、（介護予防）居宅療養管理指導、居宅介護支援、介護予防支援

資料１７



電子申請届出システムについて
概要
• 厚生労働省が介護分野の文書に係る負担軽減の取組の一環として指定
申請等のウェブ入力・電子申請が可能な「電子申請届出システム」を
整備。

• 山形市では令和５年１２⽉に受付可能な申請・届出の種類を拡大。

山形市で受付可能な申請・届出
• 指定（許可）更新申請
• 再開届出、廃止・休止届出、指定辞退届出

資料１８

電子申請届出システム利用時の主な流れ

①GビズIDでログインし、申請（届出）内容の入力、
添付ファイルのアップロード【事業所】

②市に申請（届出）完了通知メールが送信される

③申請（届出）内容審査及び受付結果の登録【市】

④事業所に受付完了/差戻し通知メールが送信される

※差戻しの場合は①に戻り修正

電子申請届出システムについて



電子申請届出システムの操作方法について
• 操作マニュアル（介護事業所向け）詳細版ver1.12
• 介護事業所向け操作ガイド第1.11版

ＧビズＩＤについて
• ＧビズＩＤの運用について第1.01版
• ＧビズＩＤアカウントの作成【https://gbiz-id.go.jp/top/】

電子申請届出システムについて

https://gbiz-id.go.jp/top/
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訪問介護（生活援助中心型）の回数が多いケアプランの届出について 

 
介護保険課 

 
 平成 30 年 10 月からの取扱いですが、再度ご確認ください。 

利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、訪問介護におけ
る生活援助中心型サービスの利用回数が基準回数以上のケアプランについて、保険者へ
の届出が必要です。 

 
 

1 厚生労働大臣が定める回数及び訪問介護 

訪問介護(生活援助中心型サービス)の回数(1 月あたり) 

要介護度 介護 1 介護 2 介護 3 介護 4 介護 5 

基準回数 27 回 34 回 43 回 38 回 31 回 

※上記の回数には、身体介護に引き続き生活援助が中心である訪問介護を行う場
合(生活援助加算)の回数を含みません。 

 

2 届出の時期及び期限 

利用者の同意を得て作成又は変更をした居宅サービス計画により、上記の回数以上
の訪問介護を位置付けたものについて、翌月の末日までに届け出てください。 

  下記 3 の書類を全て提出ください。 
 

3 提出書類 

（１）「生活援助中心型サービスが規定回数を超える場合の届出書」（別紙様式） 
（２）居宅サービス計画書「第 1 表」〜「第 7 表」の写し 

※居宅サービス計画書「第 1 表」は、利用者へ交付し署名があるもの 
（３）基本情報 
（４）アセスメント表 
（５）訪問介護計画書の写し 

※指定居宅介護支援事業所(介護支援専門員)が訪問介護事業所から提供を受
けたもの 

 

4 その他 

 届出内容について、問い合わせることがあります。 

山形市福祉推進部介護保険課 給付係 
（代）６４１―１２１２ 内線 ８４６・８４７ 

資料２０ 





令和５年度ケアプラン点検の結果について 

介護保険課 

 

ケアプラン点検とは、ケアプランがケアマネジメントのプロセスを踏まえ「自立支援」に資す
る適切なケアプランとなっているかを、基本となる事項を介護支援専門員とともに検証確認しな
がら、介護支援専門員の「気づき」を促すとともに「自立支援に資するケアマネジメント」とは
何かを追求し、その普遍化を図り健全なる給付の実施を支援するために行うものです。 

山形市では、居宅介護支援事業所の介護支援専門員を対象に、関係書類の点検と面談形式に 
  よるヒアリングを行いました。 

令和５年度に実施したケアプラン点検の助言内容等の結果については下記のとおりです。 
 

記 
1． 点検結果 

 

アセスメント 

【主な助言内容】 

・アセスメントが必要な箇所のみの把握にとどまっており、本人や家族の意向に沿った分析まで
記載されていない。 

・相手を知るには困りごとの把握以外にも、その人の強みや好きな事も把握すること。 
・生活歴に発症前の事柄の記載がない。 
【優れた事例】 

・本人・家族の状態だけでなく整理や分析が行え、今後の見立てについても確認できる。 
・全体にわたり丁寧な聞き取りをしている。 
【改善すべき事項】 

・相談内容に「ケアプラン参照」と記載されているものや、全体を通して同じ内容が繰り返し記載
されているものがあり、アセスメントが不十分だった。 
→ケアマネジメントプロセスを再度振り返り、プロセスに沿ったマネジメントが必要である。 

 

第１表 居宅サービス計画書（１） 

【主な助言内容】 

・意向について、本人・家族の発言内容のみであり、今後の生活に対しどうしたいか、アセスメン
トからくみ取れていない。 

・総合的な援助の方針について、具体的な方針でなく現状と注意事項の記載にとどまっていたり、
介護保険サービスの利用が目的になっている記載になっている。 

【優れた事例】 

・専門用語や難しい言葉を使用せず、本人や家族にとってわかりやすい記載になっている。 
【改善すべき事項】 

・本人、家族の意向のみで課題分析の記載がない。 
 →令和 3 年に様式が変更されている。 

資料２１ 



 

第２表 居宅サービス計画書（２） 

【主な助言内容】 

・一つの目標に内容が複数混在しており、わかりにくい表現になっている。 
・⻑期目標・短期目標が抽象的な表現になっており、達成がイメージしにくいものになっている。 
・目標期間の設定に個別性がなく、一律になっている。 
・サービス利用ありきの目標になっており、そのためのプランになっている。 
・ニーズが意向になっているものが多く、アセスメントと連動していない。 
・ケアマネの役割を示す事柄が目標になっている。  
【優れた事例】 

・モニタリング後に漫然と期間延⻑せず、担当者会議を実施し目標設定をしている。 
【改善すべき事項】 

・要介護２以上であることだけを理由に、特殊寝台の利用を位置付けている。 
 →本人のために真に必要なものなのか検討して福祉用具を利用する必要がある。 

 

第３表 週間サービス計画表 

【主な助言内容】 

・日常生活上の活動の欄に記載がない。 
・介護保険サービスのみの記載になっており、医療や家族の支援等に関して記載がない。 

 

2．まとめ 

今年度はケアプラン点検の中で請求について正した事もありました。退院加算の重複請求が判明
し過誤請求により返還の手続きをしてもらった事例、福祉用具の購入やレンタル（車いす、徘徊感
知器等）についての理解が不十分で給付対象外の商品について請求していたことが判明し、書類の
提出や過誤請求を求めた事例などです。 

複数名いる居宅では、記載方法や解釈が統一されておらず、ケアプラン作成について振り返る機
会がもたれていないこともお聞きしました。また、大部分のプランにセルフケアがありませんでし
た。 

ケアプラン作成は普遍的な作業です。このケアプラン点検を通じ、気づきを得るきっかけになり、
ケアマネジメントの質の向上や利用者にとって真に必要なサービスの提供に繋げるため引き続きご
協力のほどお願いします。 

山形市福祉推進部介護保険課 給付係 
（代）６４１―１２１２ 内線 ８４６・８４７ 



介護保険利用者負担助成事業 
 

介護保険課 

 

この事業は山形市独自の低所得者対策として、介護を必要とする高齢者等に適切な介護

保険サービスの利用を確保し、自立を支援するものです。 

 

【対象者】 

次の要件をすべて満たす方が対象です。 

 収入の状況等から、生活保護の被保護者と同等の生活水準（※）であると認められる方 

 利用料の負担が困難で、介護保険サービスの利用を制限せざるを得ないと認められる方 

  

 ※「生活保護の被保護者と同等の生活水準」とは、以下をすべて満たしている状態をい

います。 

・収入が最低生活費に満たない（親族等から援助を受けることができる場合は、援助

を受けてもなお収入が最低生活費に満たない） 

・預貯金や生活に利用されていない土地・家屋等の資産を売却してもなお利用料の負

担が困難 

 

【助成内容】 

 居宅サービス：1か月の利用者負担のうち 13,000 円を超えた額を助成 

 施設サービス：1か月の利用者負担のうち 15,000 円を超えた額を助成 

※ 施設サービスの利用者負担には、居住費・食費を含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形市福祉推進部介護保険課 給付係 
（代）６４１―１２１２ 内線 ８４６・８４７ 
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〇令和６年４月介護報酬改定に係る加算算定等の手続きについて 

 

令和６年４月より新たに加算を算定する場合又は加算の区分を変更する場合等の

手続きは、次のとおりです。新たに追加された届出様式、届出項目等について、報酬

算定上必要となる届出が必要です。必要な手続きを行わない場合、請求エラーとなり

算定できなくなりますのでご注意ください。 

 

⑴ 加算算定の届出 

提出書類：①介護給付費（総合事業においては、介護予防・日常生活支援事業費）算

定に係る体制等に関する届出書（別紙 2、別紙 3-2、別紙 50 のいずれか） 

     ②介護給付費（総合事業においては、介護予防・日常生活支援事業費）算

定に係る体制等状況一覧表（別紙 1-1～別紙 1-4 のいずれか） 

提出期限：令和６年４月１日（月） 

提出方法：電子メール 

提出先 ：指導監査課メールアドレス（fukushikansa@city.yamagata-yamagata.lg.jp） 

     ※題名は「令和６年度加算算定の届出」としてください。 

 

⑵ 加算要件の確認のための書類提出 ※⑴ に追加して行ってください 

提出書類：①介護給付費（総合事業においては、介護予防・日常生活支援事業費）算

定に係る体制等に関する届出書（別紙 2、別紙 3-2、別紙 50 のいずれか） 

     ②介護給付費（総合事業においては、介護予防・日常生活支援事業費）算

定に係る体制等状況一覧表（別紙 1-1～別紙 1-4 のいずれか） 

     ③各種加算に係る添付書類 

     ※添付書類は３月中に別途メールにて通知させていただきます。 

提出期限：令和６年４月１５日（月） 

提出方法：来庁又は郵送 

提出先 ：山形市市役所 指導監査課 高齢福祉指導係 （市役所１０階） 

     〒990-8540 山形市旅篭町二丁目３番２５号 

 

※なお、介護サービス事業者等において、３月１５日までに旧様式にて令和６年４月

からの加算の届出をいただいている場合は、再度の届出は不要です。 

 

※なお、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテー

ションにおいて、６月１日からの報酬改定による変更のみを予定されている場合は⑴

及び⑵の届出の必要はありません。また、６月１日以降の届出につきましては、後日

メールにてご連絡させていただきます。 

 

 

お知らせ 
資料２３ 
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〇指定の更新について 

指定更新の申請は、指定有効期間満了日の２か月前から１か月前までです。 

 

指定有効期間満了日が近づいても、原則 指導監査課からは連絡していません。 

 

様式等は、山形市公式ホームページ上に掲載されていますので、各事業所において、

忘れずに提出してください。 

また、これまでの申請方法の他、介護サービス情報公表システムを活用した電子申

請届出システムによる指定更新の申請が可能となりました。このシステムを利用して

申請する場合は、事前に Gビズ ID アカウントの作成が必要です。 

（Gビズ ID の問い合わせ先 https://gbiz-id.go.jp/top/） 

 

 なお、指定基準を満たしていない場合は指定の更新を行うことができません。 

 （例） 

  ・通所介護が定員を増加した場合 

   ※通所介護、地域密着型通所介護、通所型サービス（従前相当）は山形市介護

保険事業計画において定める種類ごとの見込み量にすでに達しているため、

山形市は指定をしないことができます。 

   ※通所介護を廃止した場合に同一法人の通所介護の定員を増やす場合など、例

外的に認められる場合がありますので、長寿支援課計画推進係までご相談く

ださい。 

  ・休止中のため、人員基準を満たしていない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

忘れちゃだめベニ！ 

https://gbiz-id.go.jp/top/


 

〇各介護保険サービス事業所における運営状況等の自己点検について 

利用者に適切な介護サービスを提供するためには、事業者自ら自主的に事業の運営状

況を点検しながら運営していくことが重要です。そのため各事業所において山形市条例及

び解釈通知等をもとに運営基準の内容が適切に実行されているかどうか自己点検を行って

ください。運営状況の自己点検は、毎年度定期的（少なくとも年に１回以上）に複数の職員

で行ってください。 

なお、自己点検に要する様式及び点検方法等は問いません。自己点検状況は運営指導

等で確認する場合がありますのでご了承ください。 

※山形市の独自基準等の内容についても点検を行ってください。 

 

（参考）山形市独自基準等 ※運営基準関係抜粋 

⑴ 記録の保存年限 

山形市の独自基準 事業者は、サービス提供に関する各記録を整備しその完結の日

から５年間保存しなければならない。 

対象サービス 全サービス種別共通 

⑵ 地域ケア会議 

山形市の独自基準 事業者は、地域ケア会議を行うための資料又は情報の提供、意見

の開陳その他必要な協力の求めがあった場合、これに協力しなけ

ればならない。ただし、正当な理由がある場合はこの限りではな

い。 

対象サービス 居宅介護支援・介護予防支援、居宅サービス・地域密着型サービ

ス（居住系サービスを除く） 

⑶ 地域との交流 

山形市の独自基準 事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自

発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らな

ければならない。 

対象サービス 通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所

療養介護、特定施設入居者生活介護、介護老人保健施設、介護

療養型医療施設、介護医療院 

⑷指定通知書の掲示 

山形市の規則 指定通知書を当該指定に係る事業所の見やすい場所に掲示する

ものとする。 

対象サービス 全サービス種別共通 

 
【お問い合わせ】 

山形市福祉推進部 

指導監査課 高齢福祉指導係  

Tel:023-641-1212（内線 660・863・862） 

Fax:023-624-8892 



山形市役所 市民課 
TEL：023-641-1212（内 345、352） 

介護施設等への住⺠登録（住所異動）手続きについて 

市民課 

１．介護施設等に住所登録できる要件 

・長期的に入所することが見込まれる。（目安は１年以上） 

例：特別養護老人ホーム、有料老人ホームなど 

  （ただし、ショートステイでの契約は除く） 

長期的にその施設で生活する、暮らす、ことが前提。 

 

※以下のような施設には原則住民登録はできない。 

・短期入所や短期宿泊サービスが含まれる契約 

  例：小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など 

短期滞在が前提であるため、住所の認定はできないと考えられる。 

このような場合で住所異動が必要な時は、原則として家族の居住地にあると認

定される。 

 

２.委任状について 

 本人や山形市で同一世帯 以外の方 が窓口で手続きを行う場合は委任状が必要。 

 委任状は、委任者又は代筆者が全て記入する。 

 （委任状に記載する住所は職場の住所ではなく、個人の住所を記入） 

 契約書での受付は原則できない。 

 ただし、以下のような場合であれば住所異動の受付を行う。 

  ・本人及び山形市で同一世帯の方が、委任状を怪我や病気等により自署できない  

               かつ 

  ・契約者及び契約書に記載の連帯保証人・身元引受人が窓口で手続きを行う 

 

～参考～ 住民基本台帳法令関係実例抜粋 

【施設等に入所する者の住所】 

児童福祉施設・老人福祉施設・精神薄弱者援護施設・身体障害者更生援護施設・婦人保護

施設等の施設に入所する場合、１年以上にわたって居住することが予想される者の住所は

施設の所在地にある。（昭 46・3・31 自治振 128 号通知問 8） 

 

【病院等に入院している者の住所】 

 病院、療養所等に入院、入所している者の住所は、医師の診断により１年以上の長期、か

つ、継続的な入院治療を要すると認められる場合を除き、原則として家族の居住地にある。         

（昭 46・3・31 自治振 128 号通知問 3）  
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生活保護法による指定介護機関制度 

及び介護扶助の取扱について 

 
山形市生活福祉課 

 
 
 
１．生活保護法による指定介護機関制度 
 これまで、生活保護法等による指定を受けるには、指定申請が必要でした。しか

し、生活保護法が一部改正されたことに伴い、平成２６年７月以降介護保険法の規定

による指定又は開設許可があった介護機関については、生活保護法等による指定不要

の申出がない限り、生活保護法等による指定を受けたものとみなされること（みなし

指定）となりました。 
 なお、平成２６年６月末日以前に介護保険法の規定による指定又は開設許可があっ

た介護機関が、生活保護法等の指定を受ける場合は、これまでどおり指定申請を行う

必要がありますので、ご留意ください。 
※中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律による介護機関の指定についても同様の扱いとなりま

す。 
※生活保護法等による指定介護機関の指定は、介護保険法上の指定（開設許可）を受

けていることが条件となります。 

 
２．生活保護法等による指定介護機関に係る各種届出 
 指定申請の他、指定介護機関についての変更等が生じた場合についても、届出が必

要となります。別添１を参考に各種届出を行ってください。 
なお、各種様式については、山形市公式ホームページ内（ホーム＞市民の皆さんへ

＞福祉＞生活保護＞指定医療・指定介護機関の指定等について）に掲載しております

ので、ダウンロードしてお使いください。 
 各種届出の提出先は、山形市生活福祉課（２５番窓口）となります。申請書及び誓

約書の事業所名、開設者・事業者名（法人名）等は、介護保険法で指定を受けた際の

正式な名称を記載してください。 
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３．介護扶助の取り扱い 
（１）介護保険被保険者（第１号及び第２号被保険者）について 
各保険者（市町村の介護保険担当部署）が要介護認定を行います。要介護認定申請

の窓口は、各保険者となります。 
生活保護受給者である第１号及び第２号被保険者の介護サービス費については、原

則として９割分が保険給付、１割分が介護扶助での負担となります。 
基本的に介護保険給付及び介護扶助が自立支援給付に優先します。 

 
（２）介護保険被保険者以外の者（みなし２号被保険者）について 
４０歳以上６５歳未満の生活保護受給者で、医療保険未加入の者は、介護保険には

加入できないため、福祉事務所が要介護認定を行います（実際の要介護度判定は各保

険者に依頼します）。要介護認定申請の窓口は、山形市生活福祉課となります。 
みなし２号被保険者の介護サービス費については、原則として全額が介護扶助での

負担となります。 
基本的に自立支援給付が介護扶助に優先します。 

※生活保護法の補足性の原理により、他法他施策がある場合その活用を優先すること

が原則となります。したがって、障害者総合支援法に基づくサービスが利用可能か検

討し、十分ではない場合に限り、その不足分について介護扶助を適用することとなり

ます。 
※被保険者番号は”H101”から始まる番号となりますので、ご留意ください。 

 
４．サービス利用時の手続き 

生活保護受給者が介護サービスを利用する場合、開始時及び変更時に、介護保険証

の写し、サービス計画書の写し（本人の提供への同意が必要です）を山形市生活福祉

課にご提出ください。 
また、サービス利用時には、サービス利用票の提出が必要になります。サービス利

用月の利用予定から変更があった場合は、必ず差し替え分をご提出ください。 
認定が下りていない場合の暫定での介護サービスの利用について、本人の自己負担

が発生する場合がございます。原則として暫定での介護サービスの利用はお止めくだ

さい。 

 
 



 
５．介護扶助の請求および本人支払額 
 介護サービスの利用があった場合、通常１割分を生活保護介護扶助の公費負担分と

して、９割の保険給付分と合わせて国保連に請求してください（みなし 2 号被保険者

の場合は１０割が生活保護公費負担となります）。 
介護扶助受給者の年金等の収入額によっては、公費負担する介護サービス費等の一

部を本人が負担する場合があり、介護券に本人支払額として金額が記載されます。 
 介護券に本人支払額が記載されている場合は、その分を本人から直接受け取り、本

人支払額を差し引いた残りの金額を生活保護の公費負担分として、国保連に請求して

ください。 
 
６．生活保護の停止・廃止時の手続き 
（１）介護保険被保険者（第１号及び第２号被保険者）について 
各保険者に、生活保護が停止・廃止になったことを届け出る必要があります。 
特別養護老人ホーム入所者については、負担限度額の段階が変更になる可能性があ

りますので、注意が必要です。 
 
（２）介護保険被保険者以外の者（みなし２号被保険者）について 
生活保護が停止・廃止になったと同時に医療保険加入となるため、第２号被保険者

となります。 
各保険者に、介護認定申請を行う必要があります。 
 

ご不明な点があれば、山形市生活福祉課までお問い合わせください。 
 

  
 
 
 
 

 
山形市生活福祉課 介護担当 
（山形市福祉事務所） 
〒990-8540 
山形市旅篭町二丁目 3 番 25 号 
TEL:023-641-1212(内線 591・592・551) 
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